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目次 編集方針
伊藤忠商事のCSRの考え方

HIGHLIGHT

   伊藤忠商事では、CSR（Corporate Social Responsibility）とは
持続可能な社会へ向けて、企業が事業活動を通じてどのような役割を果
たしていくのかを考え行動していくことであると考えています。本レポー
トでは、その果たすべき役割と取組について報告しています。

CSRに関する情報開示について
   幅広く当社のCSRの取組に関する情報にアクセスいただける様、以下
の媒体を通じて情報開示を行っています。

　本レポートでは当社が注力している以下の2つの取組について、
HIGHLIGHTとして報告しています。

1 サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト
取扱い商品ごとのサプライチェーンの全体像を2009年から連載形式で紹介
しています。
第４回　パルプ生産の熱きグリーンエコノミープロジェクト
　　　「セニブラ社の環境ビジネスの取り組み」

2 ファッションアースプロジェクト
2010年に立ち上げたアパレルメーカー参加型の地球温暖化対策プロジェクト
「ファッションアースプロジェクト」の最近の状況について報告しています。

GRI（ Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ・レポーティング・
ガイドライン2006」
環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」
ISO26000（ 社会的責任に関する手引）

GRIガイドラインと国連グロー
バル・コンパクトの対照表

http://www.itochu.co.jp/ja/csr/
report/2012/gri/

2011年度（2011年4月1日～ 2012年
3月31日）の実績ですが、活動や取組内容
は一部直近のものも含みます。

伊藤忠商事株式会社（国内9店、海外
115店）及び主要グループ会社を含
みます。

発行日： 2012年9月
次　回： 2013年9月予定
（前　回：2011年8月）

参考にしたガイドライン

対象期間 対象範囲

伊藤忠商事株式会社
広報部　CSR・地球環境室
TEL： 03－3497－4069
FAX： 03－5474－7296
E-mail： csr@itochu.co.jp

問い合わせ先発行情報

www.itochu.co.jp/ja/ir/

アニュアルレポート
投資家をはじめと
するステークホル
ダーに向けて、経
営実績、今後の成
長戦略等とともに
CSR活動に関す
る特に重要な情報
をISO26000の中核主題に沿
って一体的に報告しています。

CSRダイジェスト

www.itochu.co.jp/ja/csr/ report/
www.itochu.co.jp/ja/csr/

report/
www.itochu.co.jp/ja/csr/

CSRレポート
フルレポート2012

ウェブサイト
CSRページ

世界のさまざまな
地域において、本
業を通じて社会的
課題の解決に資す
る多様な事業活動
を小冊子の形式で
紹介しています。

伊藤忠商事の
CSR活動につ
いて、幅広い
テーマを網羅
する形で情報
開示を行って
います。また、
期中に行った活動について速
報性をもって情報を発信して
います。

ウェブサイトCSR
ページで幅広く網
羅されている情報
を、年次の報告書
としてPDF版で発
行しています。当社
のCSR 活動を継
続的な観点でご覧いただくことが
できます。（本PDF）
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当社は初代の伊藤忠兵衛が創業して以来、近江商人の
哲学である「三方よし（売り手よし、買い手よし、世間よ
し）」という精神を継承し、ビジネスの場で常に実践してき
ました。自社の利益だけを追求し、社会の利益をないがし
ろにするビジネスは長続きしません。お客様も我々も儲か
り、持続可能な社会の実現のもと、人々の生活がより豊か
で潤いのあるものになれば、自然と当社にも安定的な利
益がもたらされるはずです。この「三方よし」の考え方をよ
り大きな次元で捉えたものが、伊藤忠グループの企業理念
「豊かさを担う責任」です。

現在は「稼ぎ」の質が問われる時代です。世界中の社員
が、ひとつひとつの仕事の社会にとっての意味を見直し、
山積する社会的課題に対して、当社の技術や資金を使っ
ていかにアプローチして貢献していくか。個人個人がそう
いったビジョンを描いていくための土壌を築いていかねば
なりません。そして、それが新たな市場の開拓につながり、
そこから生まれた優れた製品やサービスを新たな収益のド
ライバーとしながら成長していくというのが「豊かさを担う
責任」のあるべき姿と考えます。当社は、企業理念の確実
な実践を表明する意味を込めて、国連グローバル・コンパ
クトに2009年から参加しています。「三方よし」と「豊か
さを担う責任」を常に胸に刻みながら、日々の事業活動を
行っていきたいと考えています。

当社はこれまで幾多の環境変化を乗り越えてきました。
それを可能にしてきたのは、成長する領域をいち早く見極
めて、常に足場を「稼ぐ」ことができる市場に求めてきた
ことです。
成長の種を素早くつかむには、お客様をつかんでいるこ

とが重要です。需要がある程度予測できるお客様の存在
は、リスクを抑えながら新たなビジネスに進出することも
可能にします。
大切なことは、変化を敏感に察知する「感度」を絶えず

磨き続けることです。そうすれば、現下の厳しいビジネス
環境の中でも、成長市場に新天地を切り拓き続けること
ができると考えています。

「感度」は「現場」で磨かれます。社会の課題と、当社
への期待を考えながらビジネスを創りあげる土壌もまた、
「現場」から醸成されます。社内改革を通じ、伊藤忠商事の
「現場力」は確実に強化が進んでいます。しかし、盤石な収
益基盤を築き上げていくためには、今後も更に強化してい
く必要があります。現場力の強化に向けた改革に終わりは
ありません。これからの伊藤忠商事は、社会の課題と期待
をビジネスにつなげ、新たな成長ステージでの飛躍を目指
していきます。

代表取締役社長

「三方よし」と
企業理念「豊かさを担う責任」

現場力の強化に向けさらなる改革を

現場に根ざしたCSRを通して、
社会的課題の解決と新たな企業価値の創造を目指します。

代代代代代代代代代代代代表代表代表表代表取取取取取取締締締締締締締締締締締締締役社役社役役社役社社社役 長長長長長長長長

Top Commitment



世界のさまざまな地域において、幅広い分野で多角的な企業活動を行っている伊藤忠商事では、社会に与える影響の大きさ
をしっかりと認識しています。
当社にとってCSRとは、持続可能な社会の構築へ向けて、企業が事業活動を通じて社会にどのような役割を果たしていくの
かを考え行動していくことです。社会のために貢献しているのかという目線で仕事を積み重ね、グローバル企業としての社
会的責任を果たすことが当社の使命であると考えています。

伊藤忠商事では、初代の伊藤忠兵衛が麻布類の卸売業を始め
た創業1858年から150年以上に亘り、CSRの源流ともいわ
れる近江商人の経営哲学「三方よし（売り手よし、買い手よ
し、世間よし）」の精神を受け継いできました。
1992年には、「国際総合企業としてこれからの社会にどう
コミットするか」を考え、実践するために企業理念「豊かさ
を担う責任」を制定、2009年にその概念体系を整理しまし
た。伊藤忠グループが、社会に対して果たしていくべき責任
をすべての社員が正しく理解し、日々の行動の中でそれを実
現できるよう、企業理念の中核概念である「豊かさを担う責
任」を「ITOCHUMission」と位置付け、社員一人ひとりが
それを果たしていくために大切にすべき5つの価値観を新た
に「ITOCHU Values」としました。更に、
「ITOCHUValues」の実現に向けて社員が主体的に行動す
るために「5 self-tests」を策定し、社員一人ひとりが5つ
の価値観に照らしあわせて日々の行動を検証しています。

伊藤忠グループの企業理念

CSR



CSRに関する基本方針と推進体制

伊藤忠商事では経営計画策定のタイミングにあわせてCSR推
進基本方針を定めており、経営計画と連動したCSRをグロー
バルに推進しています。

2011～2012年度の中期経営計画「Brand-new Deal
2012」の期間中のCSR推進基本方針のポイントは以下の通
りです。

伊藤忠商事のCSR推進の考え方

伊藤忠商事では、企業理念である「豊かさを担う責任」のもと、本業を通じて社会的責任を果たすことが重要であると考え
ています。CSRを組織的・体系的に着実に実行するために、全社方針としてのCSR推進基本方針を定め、各組織において
CSRアクションプランを策定し、CSRを推進しています。

また、さまざまなステークホルダーとの対話を図ることによって当社に対する社会の期待や要請を把握し、それらをCSR推
進に活かしています。

CSR推進基本方針

1. 現場主義を通じたステークホルダーとのコミュニケーション強化
中期経営計画の基本方針のひとつでもある「現場力強化」のもと、各カンパニー等のビジネスの現場において、一人ひとり
の社員が対峙するステークホルダーとのより一層のコミュニケーションを通じて、ステークホルダーのニーズの把握に努
め、それらをビジネスや業務に活かし反映させていくことを目指します。

2. 社会的課題の解決に資するビジネスの推進
持続可能な社会はビジネスを継続させるためにも必要不可欠です。自らのビジネスを継続させるためにも、気候変動や人権
問題といった社会的課題の解決に、企業は貢献すべきであり、ビジネスを通じて社会のためにできることをやっていかなけ
ればなりません。当社は、社会のニーズに応えるビジネスを通じて社会的課題の解決に貢献することを目指します。

3. サプライチェーンマネジメントの強化（人権の尊重・環境への配慮）
世界中で事業展開する当社は、サプライチェーンマネジメントを取組むべき重要課題として位置付けています。人権・労
働、環境等の問題を予防し、サプライヤーとともに改善努力していくことを目指し、2009年4月に「伊藤忠商事サプライチ
ェーンCSR行動指針」を策定しました。この行動指針に基づいて、人権・労働及び環境保全等についての調査を毎年実施
し、当社の考え方に対する理解と実践を求めていきます。

4. CSR・環境保全に関する教育・啓発
「CSRを体現するのは社員一人ひとり」であることから全社員が伊藤忠グループとして行うべきCSRを正しく理解している
ことが必要です。このため、さまざまな研修などを通してCSRや環境保全に関する教育を実施する、各組織ではCSRアクシ
ョンプランについての活発な議論などによりCSRマインドの浸透を図っていきます。

5. 地域・国際社会への参画と発展への貢献
当社は、当社が拠点を置く地域社会の一員であり、また同時に国際社会の一員です。よって、本業以外の部分でも、自らが
その一員として地域社会や国際社会に積極的に参画し、またその発展に貢献していくことを目指します。



CSRマネジメント体制図

伊藤忠商事では、より一層のステークホルダーとのコミュニ
ケーション強化を目指し、広報部CSR･地球環境室が全社
CSR推進のための施策などを企画・立案し、「CSR委員
会」で議論・検討しています。また、各ディビジョンカンパ
ニーと職能部のメンバーによる「CSRタスクフォース」を組
成し、レポートの制作及びCSR推進施策について議論してい
ます。

CSRアクションプランによるCSR推進

伊藤忠商事では、多岐にわたる事業を6つのディビジョンカンパニーで展開しています。本業におけるCSRを着実に推進す
るために、それぞれの事業分野において重要なCSR課題をカンパニーごとに自ら抽出した「CSRアクションプラン」を策定
し、PDCAサイクルシステムに則ってCSRを推進しています。

実際の計画の策定にあたっては、各カンパニーの経営企画部長及びCSR推進担当者のリードのもと、営業部署が主体となっ
てCSRアクションプランを策定し、計画を実行しています。

また、総本社職能部、国内支社・支店、海外拠点などの組織ごとに、それぞれのビジネスや機能に沿ったCSRアクションプ
ランを策定し、同様に実行しています。社員一人ひとりがそれらを理解したうえで、各自の職務において着実に実践するこ
とをCSR推進の要としています。

伊藤忠商事のCSR推進体制



ステークホルダーとの関わり

※

伊藤忠グループのステークホルダー

「伊藤忠商事はステークホルダーとの対話によってCSRを進めます。」

伊藤忠商事は、世界規模で展開する多様な事業活動において、当社を取り巻くさまざまなステークホルダーとの対話を重視
しています。これらを通じて業界や地域社会の当社に対する期待や懸念を認識、事業活動へ反映し、社会的課題の解決に向
けて、CSR活動を推進しています。

上図の他にも、NGO・NPO、金融機関、行政官庁、マスコミ、次世代など伊藤忠グループにとって重要なステークホルダーは数
多く存在しています



国連グローバル・コンパクト

伊藤忠商事は、2009年4月、国際社会において持続可能な成長を実現するための世界的
な取組である国連グローバル・コンパクトに参加しました。グローバル・コンパクトが
掲げる「人権」「労働基準」「環境」「腐敗防止」からなる10 原則に則り、当社の企
業理念である「豊かさを担う責任」を果たしていきます。

国連グローバル・コンパクトへの参加について

国連グローバル・コンパクト10原則

人権 企業は、

原則1
国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、
原則2
自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

労働基準 企業は、

原則3
組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持し、
原則4
あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、
原則5
児童労働の実効的な廃止を支持し、
原則6
雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

環境 企業は、

原則7
環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し、
原則8
環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、
原則9
環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

腐敗防止 企業は、

原則10
強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取組むべきである。



組織統治

人権（グローバル・コンパクト原則1～6）

労働慣行（グローバル・コンパクト原則3～6）

環境（グローバル・コンパクト原則7～9）

公正な事業慣行（グローバル・コンパクト原則3～10）

消費者課題

コミュニティへの参画及びコミュニティの発展

伊藤忠商事にとってCSRとは、その企業活動が地球環境や社会に
与える影響に配慮することのみならず、事業活動を通して持続可能
な社会の実現に貢献していくことであると考えています。

P. 2 トップコミットメント
P. 3-12 伊藤忠商事のCSR
P. 37-40 コーポレート・ガバナンスと内部統制、コンプライアンス

P. 9-10 

P. 43-45 サプライチェーンにおけるCSR社会だけでなく個人の豊かさも担っている伊藤忠商事では、人権と
個性を尊重した事業活動を行っています。またグローバルに多様な
事業を展開する企業として、サプライチェーン上でも人権に配慮し
た取組を行うことが重要であると考えています。

人権の尊重
 

P. 13-16 第4回サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト
P. 43-45 
P. 46-54

  サプライチェーンにおけるCSR
 社員との関わり
 
 
 
 

多種多様な事業を世界規模で展開する伊藤忠商事にとって、地球
環境問題への配慮は不可欠です。事業活動が地球環境に与える影
響を注視すると同時に、次世代にどのような環境を残すことができ
るのかについても考えています。

P. 13-16 第4回サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト
P. 17-18

P. 19-34

P. 43-45

P. 67-77

ファッションアースプロジェクト
 事業活動とＣＳＲ
 サプライチェーンにおけるCSR
 ボルネオ島での熱帯林再生及び生態系の保全プログラム
P. 79-89 環境への取組み

法令や国際ルールに則った事業活動を行うのはもちろんのこと、社
員一人ひとりが誠実に、高い倫理観をもって日々の職務に当たるこ
とができるよう、コンプライアンス推進体制を整備し継続的な改善
を図っています。

P. 37-42 コーポレート・ガバナンスと内部統制、コンプライアンス
P. 43-45 サプライチェーンにおけるCSR

人々の暮らしを支える様々な商品やサービスを取扱う伊藤忠商事
は、製品の安全・品質の確保や環境保全に資する製品の開発な
ど、サプライチェーンの各段階で消費者に関連する課題に取組ん
でいます。

P. 13-16 第4回サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト
P. 17-18

P. 29-30

ファッションアースプロジェクト
 
 

食料カンパニーのCSR

伊藤忠商事が事業を展開するそれぞれの地域で、自らがコミュニ
ティの一員であるとの認識のもと、事業活動の関わる範囲に止まら
ず、地域社会に参加し、その持続的な発展にも貢献していきたいと
考えています。

P. 13-16 第4回サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト
P. 35-36
P. 55-78

海外店のCSR
社会貢献

経営計画に掲げる「攻めの徹底」を確実に推進するために、人材
の育成・強化を積極的に進めています。また、多様な人材がその
能力を最大限に発揮できる体制も整備しています。同時に、サプ
ライチェーン上の労働環境にも配慮しています。

伊藤忠商事は国際社会の一員として持続可能な社会を目指し、2009年から国連グローバル・コン
パクト（GC）に参加しています。本レポートは、GCの10原則を踏まえ国際社会の多様なステークホル
ダーからの要請にさらに応えるため、2010年11月に発行された社会的責任に関する国際規格で
あるISO26000の「7つの中核主題」に沿って当社のCSRに対する考え方や取組を報告しています。

IISO26000中核主題と伊藤忠商事の考える課題



人権の尊重

人権の尊重に関する方針

伊藤忠グループは、企業理念としてITOCHU Mission 「豊かさを担う責任」を掲げています。この「豊かさ」とは、物質的
にだけでなく、精神的にも満足している幸福感を意味しており、世界各地で多様な業務を展開する伊藤忠商事は、Society
（社会）の豊かさとともに、Individual（個人）の豊かさを担い、人権と個性を尊重しています。
また企業理念では、「豊かさを担う責任」を果たすために大切にすべき5つの価値観をITOCHU Valuesとし、そのひとつ
として「多様性（Diversity）」を掲げて、一人ひとりの人権と個性を大事にしています。
こうした考えに基づき、伊藤忠商事は国連が1948年にすべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準として採択した
世界人権宣言を支持し、この宣言などに基づく国連グローバル・コンパクトに2009年から参加しています。
また、就業規則においては、「人権の擁護違反」・「セクシュアルハラスメント」を禁止行為として明確に定めるととも
に、その行為者に対しては懲戒する旨を定めています。

伊藤忠グループ企業理念・企業行動基準 小冊子 ＜抜粋＞

■人権と個性を尊重する
私たちは、一人ひとりの人権と個性を大切にしています。性別、人種、宗教、立場などにかかわらず、相手に敬意を
示し、耳を傾けています。相手の嫌がることを話題にしたり、差別、ハラスメントを行いません。また労働基本権を
尊重し、強制労働・児童労働を排除します。

国連グローバル・コンパクト ＜抜粋＞

人権 企業は
原則1. 国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、
原則2. 自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

人権の尊重に関する社内教育啓発

社内CSRセミナー「商社のビジネスと人権」を
開催

3月6日に第7回社内CSRセミナー「商社のビジネスと人権」
が東京本社で開催され、国際人権NGOである公益社団法人
アムネスティ・インターナショナル日本の若林秀樹事務局長
にご講演をいただきました。
今回のセミナーは、世界で多様な事業を展開しサプライチェ
ーン上の重要な役割を担う総合商社として、企業と人権問題
に関する最新の動向などを知りビジネスに活かすことを目的
として開催されたもので、伊藤忠商事及びグループ会社社員
110名が参加しました。
国際人権基準に関する潮流や具体的な事例を通じたビジネス
と人権の関わりについての説明の後、質疑応答では、現場におけるサプライチェーン上の人権分野での取組の難しさや、昨
今の国際人権基準に関する具体的影響など活発な意見交換が交わされました。
参加した社員からは「人権は思った以上に身近なテーマだと分かった」、「（人権侵害は）人ごとでなく伊藤忠を取り巻く
環境でおこりうる問題であり、引続き意識し考えることが必要」などのコメントが寄せられました。



2011年度人権に関する研修実績

参加人数

新入社員研修 140名

新任課長研修 58名

指導社員研修 97名

イントラネット上の「人事Help Guide 
Book」

社内各種研修での教育啓発
毎年、社内の各種研修において、人権についての啓発を行っています。新入社員
研修では伊藤忠パーソンとして持つべき人権を尊重するマインドを習得するため
の研修や、組織長等に向けた社内研修では、セクシュアルハラスメントやパワー
ハラスメントの問題を取り上げ、人権に関する理解の徹底を図っています。
2011年度の人権に関する研修には295名が参加しました。

24時間体制の社員相談窓口の設置
社員相談窓口・ホットライン

社員が個々に抱える悩みや相談に対応する社員相談窓口「7830（ナヤミゼロ）」
を設置、イントラネットに「人事Help Guide Book」を掲載して相談窓口につい
て広く社員に周知し、社員が相談できる体制を整えています。また、社外へのホ
ットラインも開設しています。 

キャリアカウンセリング室
当社では、「キャリアカウンセリング室」を、他社に先駆けていち早く設置し、個人のキャリアに関する相談のみならず、
職場風土、人間関係、処遇、ハラスメントなどに関する相談を、電話・FAX・e-mail・郵便などで受け付け、専任の室員が
対応しています。

各種発行物を通しての啓発活動
全社員に配布しているさまざまな発行物等を通して、職場における人権侵害が起きないように人権啓発に努めています。

伊藤忠グループ企業理念・企業行動基準を全社員に解説する小冊子において、人権の尊重に関する基本的な考え方を伝え
ています。
コンプライアンスハンドブックでは「人権の尊重」や「パワハラ・アルハラ」のページを設け、具体的な事例を挙げて、
職場における人権侵害が起きないように呼びかけています。
常時携帯できるサイズのマナーカードには、ハラスメントの厳禁などのルールを記載しています。

公正な採用の実施
当社では人物本位の採用を実施しており、年齢・性別・国籍等にとらわれない公平・公正な採用を実施しています。また、
公正採用選考人権啓発推進員の選任及び届け出を行い、公正な採用選考システムを確立しています。

サプライチェーンにおける人権

サプライチェーンにおける人権・労働への配慮は、グローバルに取引を展開する企業にとって重要なCSR課題のひとつで
す。
当社では、ディビジョンカンパニーごとにサプライヤーの実態調査を行っており、サプライヤーが強制労働・児童労働・非
人道的な扱いを行っていないかチェックしています。
サプライチェーンにおける実態調査についてはP44-45をご覧ください。



CSRの社内浸透

CSRの社内浸透と意識調査を目的としたオンラインでの「CSR社員アンケート」を毎年実施
しています。
2011年度は、新しい取組として、社内報「ITOCHU Monthly」（日・英・中で発行）にて
CSRの特集記事を掲載し、この記事に関するアンケートも行いました。その際、社内報に
「CSR Must Know」として掲載したISO26000や国連グローバル・コンパクトなどのCSR
の知識に関する確認テストも同時に行いました。
本アンケートは世界中の伊藤忠社員が対象となっており、単体社員と海外ブロック社員あわ
せて対象者7,023人のうち、5,792人、82.5％の方々から回答を得ました。

アンケート結果の中で、毎年定点観測として質問している『伊藤忠商事として取組むべき
CSR課題』には、「社会的課題の解決に資するビジネスの推進」が、単体社員からはトップ
に、海外ブロック社員からは2位にともに大きくその比率を伸ばして選ばれました。これ
は、当社の「Brand-new Deal 2012※」期間中のCSR推進基本方針のひとつとしても掲げ
られており、CSRがビジネスを通じて社会的な課題を解決していくことであるということに
対して社員の理解が広がり、定着してきたことの現れであると分析しています。今後も、社
員の声をCSR推進に反映しつつ、本業を通じたCSRを推進していきます。
※

2012年第7回社内CSRセミナー

さまざまなCSR課題に関して社外の方の見識や意見を取り入れるため、「社内
CSRセミナー」を継続的に開催しています。

今後も、特に注目すべきCSR課題に焦点をあてたCSRセミナーを継続して開催し
ていきます。

CSR社員アンケート

当社の2011-2012年度の中期経営計画

CSR社員アンケート2011回答状況

単体社員 海外ブロック社員 合計

対象者数 5,078人 1,945人 7,023人

回答者数 4,675人 1,117人 5,792人

回答率 92.1% 57.4% 82.5%

＜アンケート結果抜粋＞伊藤忠商事として取組むべきCSR課題

単体社員 海外ブロック社員

1 社会的課題の解決に資するビジネスの推進 従業員との関わり

2 透明性のあるコーポレート・ガバナンスの体制 社会的課題の解決に資するビジネスの推進

3 環境負荷の把握と改善 地球温暖化対策

社内CSRセミナー



過去の社内CSRセミナー

第1回 人権・労働問題について

第2回 地球温暖化と総合商社のビジネス

第3回 日本におけるITの社会的影響と役割を考える

第4回 食品の流通上のロスとリサイクル

第5回 生物多様性と企業の取組について

第6回 プロジェクトファイナンスにおける環境社会リスク評価手続きに関して

第7回 商社のビジネスと人権



サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト 第４回

パルプ生産の熱き
「グリーンエコノミー」プロジェクト
セニブラ社の環境ビジネスの取組

年間�����万本の苗

商社の役割として「商品がどこから来るのか」を社会に伝えることも重要な役割と位置付け、
����年から取扱商品ごとのサプライチェーン全体像を報告する「サプライチェーン・ルポル
タージュ・プロジェクト」を行っています。今回はブラジルのパルプ生産から身近な紙製品で
あるティッシュができるまでをたどった山根 一眞氏の報告です。

1972年のブラジル初訪問以来、現地取材は約20回に及び、1996年には
NGO・アマゾン未来協会代表として、アマゾン初の国際環境シンポジウム
を主催した。1997年に日本人初のアマゾン・パラ州議会功労賞を受賞。
ブラジル・アマゾンを人生観や環境意識の原点としている。

はげ山に混じる緑
身近な生活用品であるティッシュペーパー。「ネピア」ブラン
ド等で知られるティッシュの原料にブラジルのセニブラ社の
パルプが使われているという。その生産現場を見るためブラ
ジル・ミナスジェライス州イパチンガ市を訪問した。
イパチンガ市は、サンパウロから直線距離で約700km北
東に位置する人口約25万人の小都市だ。
1972年以来、私のブラジル訪問はすでに20回になる
が、ミナスジェライス州の訪問は初。サンパウロ発の便がミ
ナス州に入るにしたがい、低い山々のゆるやかな起伏が地平
線まで続いているのが見えてきた。その山肌のいたるところ
に、むき出しになった赤茶色の部分が目立つことに驚いた。
機窓に広がるエリアは大西洋森林帯の西端にあたる。大西
洋森林は、かつては130万 km2（日本の国土面積の3.3倍）
あったが、森林の93%が失われ、今では9万1,000km2を
残すのみだ。
ところがイパチンガに近づくにつれて、ドーセ川流域の荒
れた山肌や小さな平地のなかに、濃い緑のエリアが多く見え
始めた。それらがセニブラ社による植林地だと知った。

取材時期：2012年3月

現地報告：
山根一眞 (Kazuma Yamane）

ノンフィクション作家
獨協大学経済学部特任教授

1日に生産ラインに投入される丸太の数は、ユーカリ5
万本分にもなる。すなわち毎日5万本分以上もの大量の植
林用のユーカリの苗が必要だが、セニブラ社は100%、自
社苗床で生産している。広大な試験農場のような「苗床」で
は、筆頭株主である王子製紙で豊富な経験を積んだ日本人
の専門家が熱心に苗作りの指導を行っていた。乾燥や温度
の変化、病害虫や風にも強く耐え、土壌に合った成長の良
い親木を選ぶために、毎年、100×100の親木の掛け合わ
せから1万個の種子を作り、試験林を経て「成績優秀」な親
木が選ばれる。このように選ばれた親木はクローンと呼ば
れ、親木の枝葉（5～8cmの挿穂）を切り、小さなポットに
挿し、70～80日で20～30cmに育った苗は、晴れて出
荷、植林現場へと送られる。この苗床での苗の生産量は年
間1,500万本に及ぶ。パルプメーカーのコスト競争力は原
料となるユーカリの成長量にあるといわれている。セニブラ
社では、絶え間ない育種改良、気の遠くなるような歳月を
掛けて「成績優秀」な苗木の選別を繰り返し行い、苗木の1
本1本から自社で生産することで世界でも屈指のコスト競争
力を保っている。

ユーカリの苗

セニブラ社の
広大な苗床

苗

�	
��

Ipatinga - Minas Gerais, Brasil

ブラジル・ミナスジェライス州
イパチンガ市

����������



�年で「収穫」できる原木 「森林認証」と��の受賞

作業員達が休憩するためのテント

伐採の様子

セニブラ社が保有する植林地は関東平野大の面積に「点
在」している。なるほど、イパチンガに向かう機窓から「緑」
のエリアが「点在」して見えたのはそれだったのだ。「点在」
とはいえ、所有地の総面積は25万5,000ha、神奈川県の
面積に相当する広大さだ。
その植林地のひとつを見ることができた。まず作業員が
掘削マシンで次々に地表面の土壌に穴をあけていく。次に
別の作業員が金属製の筒をその地面に立て、苗を植え付け
る。最後に、配水ホースを手にした作業員がシャワー状に散
水、施肥を行う。
こうして育つユーカリは1haあたり年間41m3の「木質」
を産み出し、7年で伐採期を迎える。この成長の速さがセ
ニブラ社の国際競争力を支えている。伐採現場では伐採マ
シンのアームの「手」が30mほどに成長したユーカリの根本
をつかみ切断、約20秒で1本分の伐採、丸太化を進めてい
た。その手際のよさには、目を奪われた。

植林や伐採現場の近くには作業員達の休憩や昼食の場と
なる仮設テントが設けられており、適正な労働条件の管理
徹底ぶりにも驚いた。植林とはいえ森林資源の産業利用に
際しては、自然環境の保護や生物多様性の維持、作業に従
事する人々や地域社会への貢献等が厳しく問われるように
なったためだ。それら社会的な要請を十分に満たす管理を
経ているとの「認証」を得た製品を市場へ出している企業
のみが、生き残れる時代を迎えている。

セニブラ社は、2005年に森林認証であるFSCとブ
ラジル独自の森林認証であるCERFLOR（Sistema 
Brasileiro de Certifi cação Florestal）を同時に取
得した最初の企業だが、取得した環境ライセンス数は
3,828件にも及ぶ。
セニブラ社のユーカリ植林では、原生林の伐採利用は皆

無だ。保有する土地のうち、永久保護林、法定保護林として
残し生態系の維持がされている面積は10万3,000ha。こ
れは、保有林の実に約40%を占める。セニブラ社が2000
年以降だけでも70もの賞を受賞しているのは、こういう環
境に対する情熱が評価されてのことだろう。

植林・
伐採

�	
��

地域の農家とともに歩む
セニブラ社

地域との共生  

セニブラ社は、この植林を地元農
家に託し、生育した原木を購入する契約も進めている。牧場経営農家が多い
が、ユーカリ植林は荒地を緑で覆い、かつ牧場よりも収益が大きいため農家
にとっても魅力あるビジネスだ。訪問した契約農場主は、ユーカリ植林の安
定的な収益に満足顔であった。1985年に始まった「契約植林」は、すでに契
約農家数1,200、植林面積2万5,000haに及んでいる。これは、荒れ地を
緑で覆う環境効果が得られ、セニブラ社にとっては植林のコスト削減にもな
る新たなビジネスモデルでもある。

セニブラ社は、1973年9月13日に日本の大手紙パ
ルプメーカー、OECF、伊藤忠商事が出資する日伯紙パ
ルプ資源開発株式会社（JBP社）48.5%とブラジルのリ
オ・ドーセ社（現ヴァーレ社）が51.5%出資する日伯合弁
プロジェクトとして閣議決定を経て設立された。操業開始
は1977年3月。その後2001年にはJBP社がリオ・ドー
セ社の所有するセニブラ社株式を買い取り、現在は日本
資本100%の会社として運営されている。JBP社は王子
製紙（48.98%）、伊藤忠商事（32.11%）等、14社が株主
（2012年6月末現在）で、広葉樹市販パルプメーカーとして
は世界第7位、2011年度の売上高は7億2,800万ドル。

セニブラ社について 地域との共生

������
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パルプ工場の広大な原木ヤードには、トラックや鉄道で
運ばれてくる膨大な量のユーカリの丸太の山が続いていた。
出荷されるパルプは、甘酒の原料である「酒かす」を乾燥さ
せ、シート状にしたような形状をしている。購入した製紙工
場ではこのパルプを水で溶かし繊維原料とし、ティッシュ、
印刷用紙等、目的に応じた紙を製造するのである。
パルプ工場は大量の水と燃料を必要とする。また製造工
程から出る臭気や廃水も少なくない。セニブラ社は、工場敷
地外への臭気や廃水の汚染度のモニタリングを日々徹底し
ており、環境対応設備もトップ水準だ。また、皮付原木の皮
はバイオマス発電に、蒸解工程で出る不純物のリグニンは自
家発電の燃料として利用するなど、省エネも徹底している。
生産工程での水使用量は1977年比では15分の1に、晒
薬品も2006年比で32%減（有効塩素換算値）、燃料消費
量は2006年比で、電力購入量は29%減、ボイラー重油
は実に82%減を達成（いずれも2011年）している。「そこま
でするのか!」という生産と環境対応の工夫や努力を随所で
見たが、それは世界最高水準である日本の製紙生産技術を
ベースにした日々の弛まぬ操業努力、コスト削減努力の賜物
である。もちろん、ISO9001、ISO14001も取得済みだ。

省エネと廃水・臭気対応 ���万�のパルプ専用積出港

出荷のためにシート状にされるパルプ

こうして生産されるパルプの販売量は年に120万t。25
カ国、90の顧客に送られているが、ブラジル市場へはセニ
ブラ社が直販（5%）、輸出は販売代理店である伊藤忠商事
が担っている。日本も含めたアジア向けが増えており、総輸
出量の48%を占める。海外への輸出は375km離れた大
西洋岸のポルトセル港から積み出される。そのポルトセルに
は1日に約3,200tをビトリア・ミナス鉄道で運んでいる。
ポルトセルの正式な会社名は、Terminal Especializado 
de Barra do Riacho S.A.社で、セニブラ社が49%、
フィブリア社（ブラジルのパルプメーカー）が51%を出資して
おり、2011年には550万 tのパルプを輸出した世界最大
のパルプ専用ターミナルである。インフラの整備が途上であ
るブラジルにおいて、工場から港までの鉄道輸送ルートを
確保し、自前の積出港を持つこともセニブラ社のコスト競
争力の源泉のひとつとなっている。

積出パルプ
生産

�	
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長い歴史を通じて森林を失ってしまった土地が多いエリアだけ
に、セニブラ社は天然林の回復にも取組んでいる。天然林を構
成する40種の樹木の苗を年間7万本植林しており、その広さは
年間300haに及ぶ。
これら生物多様性の維持回復を象徴するのが、天然林の保護
地区（RPPN）「マセドニアファーム」でのアクションだ。ここでは、
絶滅危惧鳥類の保護繁殖の活動を行っていると聞き、ぜひ訪ね
たいという希望が実現した。
この地域の森林は、キジ科の鳥、ブラジル名「ムトゥン」（ホウ

カンチョウの仲間）の棲息地だった。「ムトゥン」の棲息地は南北
アメリカのみであるため日本では知る人がまずいない。私も初め
て見たが、黒色のちょっと大型の鳥で、ゆうゆうと飛ぶというよ
り地面をニワトリのように歩く姿が印象的だった。その保護、増
殖、放鳥活動は、さしずめブラジル版のトキやコウノトリだ。セニ

�	
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ユーカリ原木の丸太

パルプは専用の港で船に積まれ輸出される

ポルトセル港に停泊する
輸出用の船

稀少野生生物の保護増殖
生物多様性に向けた取組生物多様性に

������



�億箱のティッシュペーパー

私たちが無意識に使っている身近な製品、ティッシュ
ペーパーは、これほどの厳しい環境への配慮と努力によっ
て得た原料で作られていた。折しも2012年6月に開催さ
れた「国連持続可能な開発会議」（通称「リオ+20」）の主
要テーマは、「グリーンエコノミー」だった。セニブラ社が進
めてきたエコビジネスは、まさに望ましい「グリーンエコノ
ミー」の姿であると思う。セニブラ社には、多くの企業がこ
れから学ばねばならない環境対応のありようがぎっしりと
詰まっている。

当社ウェブサイトにて、これまで
の「サプライチェーン・ルポルター
ジュ・プロジェクト」をより詳しくご
紹介しています。バックナンバーも、
ぜひご覧ください。

視察を終えて 山根一眞

ウェブサイト版
サプライチェーン・ルポルタージュ・プロジェクト帰国後、セニブラパルプの大手ユーザーのひとつで、「ネピ

ア」ブランドで知られているティッシュペーパーを生産してい
る王子ネピア名古屋工場（愛知県春日井市）を訪問した。
東京ドーム2つ分の敷地面積を持つ名古屋工場の最終ラ
インを見たが、超高速でティッシュがパッケージされていく
姿には圧倒された。生産量は年間約4億箱にのぼる。
ティッシュペーパーの「紙すき」は、水1リットルにパルプ
繊維わずか1グラムで行い、あの肌にやさしい柔らかさを実
現している。しかも極薄のティッシュ1枚は2重構造で、肌
に触れる部分には柔らかい繊維を、裏面には少し硬い繊維
を配し支持機能を持たせているという。その肌にやさしい部
分に使われている繊維の原料が、ブラジルのセニブラ社の
パルプなのである。植林木100%で生産されたセニブラ社
のパルプは、原料のユーカリの木の苗木1本1本から自社で
生産、管理されているので、環境問題が騒がれる昨今にお
いても原材料のトレーサビリティーという点において何より
も消費者に安心感を与えるのではないだろうか。

完成した製品

加工 所感

ブラ社が、NPOのCrax、Crax Internacionalをパートナー
に、その絶滅を防ぎ、保護、繁殖、放鳥するプロジェクトを開始
して21年になる。
森林内のその拠点では、「ムトゥン」の他「カオグロナキシャク

ケイ」等、7種の稀少野鳥がケージ内で飼育され、放鳥を待って
いた。ここのセニブラ社のチームからは数時間に及ぶプレゼン
テーションを受けたが、その熱心さには圧倒された。繁殖・放鳥
を続けた結果、世界の「ムトゥン」の20%が「マセドニアファー
ム」に棲息するまでになったという。ホウカンチョウは4,000～ 
5,000万年前の地質時代から棲息していた鳥で、さながら鳥版
の「シーラカンス」であるだけに、セニブラ社による情熱ある活
動はブラジルでは広く知られているようだ。

稀少野生生物の保護増殖の取組は、教育効果も大きい。「マ
セドニアファーム」では、一般の環境見学者の受け入れ（年間
6,000人）や学校教師の研修（1,760人）等にも力を入れてき
た。研修を受けた公立学校教師による環境教育（「命の学校」）
を受けた生徒数はすでに22万人に達するなど、地域の環境意
識の向上のためのプログラムの充実ぶりにも感服した。
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バックナンバー

第3回
チョコレートがあなたに届くまで

第2回
中米のコーヒー

第1回
綿花からＴシャツまで
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「地球とファッションはつながっています。これからもずっとファッションでワクワクし
たいから、私たちは今、できることからはじめたいと思います。」そんな思いを持って
開始いたしました「Fashion Earth PROJECT」ですが、皆様のお力添えのお陰で
少しずつ、かつ着実にその輪は広がっております。これからもぜひ皆様と一緒に、日
本の四季を、ファッションを楽しめる環境を守っていきたいと考えています。

地球温暖化が進む中で、環境保全の取組はアパレル業
界の各社においても大きな課題のひとつとなっています。
一方で環境配慮型商品の開発はコスト面やデザイン上の
制約等から、ひとつの企業で取組むには限界があり、参入
障壁が高いものとされてきました。このような背景をうけ
て、繊維を祖業としアパレル業界に強いネットワークを持
つ伊藤忠商事は、環境コミュニケーションにおいて豊富な
実績を持つ博報堂DYメディアパートナーズと協同で、アパ
レルメーカー参加型の地球温暖化対策「ファッションアー
スプロジェクト（FEP）」を立ち上げました。
FEPは、参加企業が事務局から本プロジェクトのロゴ
が入った1枚10円相当の商品下げ札（FEP下げ札）を購入
し、事務局は運営費を差し引いた金額を環境保全活動に

多岐にわたる事業活動を展開する中で、業界ごとの課題を分析し、そのソリューションを提供することも総合商社である我々
の役割と考えています。2010年、繊維を祖業とする伊藤忠商事は、アパレルメーカー参加型の地球温暖化対策プロジェクト
「ファッションアースプロジェクト」を立ち上げました。

����年ファッションアースプロジェクトが始動

参加企業数・ブランド数 
（2012年6月28日現在）

FEPの現在のCO2削減量 
（2012年6月28日現在）

ファッションアースプロジェクト

��社 ��ブランド

������

ファッションアパレル第二部
福島一俊

還元する仕組みで、参加企業は商品に下げ札を取り付け、
カーボンオフセット商品等として販売することができます。
初年度は国連がCO2削減プロジェクトとして認証している
インドの風力発電プロジェクト等で発生した排出枠を調達
し、「青のFEP下げ札」に1枚あたり１kgのCO2排出権を
付与しました。
FEPは企業規模を問わず参加でき、下げ札のメッセー
ジを通じて生活者と一体となった環境保全活動を展開で
きることから、2012年6月までに15社が参加、50を超
えるブランドに導入され、4,100t以上のCO2削減につな
がっています。

伊藤忠商事
コメント



「できることから、はじめませんか？」
ブランドとして、地球に対して何かできないのか？そんなCSRを模索している時、伊藤忠さ
んを中心とした、地球CO2削減プロジェクト「ファッションアースプロジェクト」に偶然め
ぐり合えた幸運から、はや2年。グローバルでかつ自然体のコンセプト、エンドユーザー参
加型のこのプロジェクトはいまや、SIMPLE 
LIFEになくてはならない、欠かせないもの
になりました。SIMPLE LIFEは、今シーズ
ンも、百貨店・GMSのメンズ、レディース計
４つのチャネルで、このプロジェクトに積極
的に参画します。
自分達のできることから、ecoしています。
“LET'S DO FEP！”

2011年4月にはFEPの第二弾として、森林保全活動を展開する一般社団法人
more trees（代表：坂本龍一氏）との協力の下、「緑色のFEP下げ札」の提供を開始
しました。この取組は国内の森林の間伐整備等を推進することでCO2削減への貢献
を目指すもので、森林保全の大切さを伝えるメッセージが記された下げ札をアパレル
メーカーに提供し、下げ札の売上代金の一部がmore treesを通じて森林保全活動
に役立てられます。
このプロジェクトでは、環

境省が2008年に制定した
森林保全活動等のプロジェク
トから温室効果ガスの排出・

吸収量削減を認証・発行するオフセットクレジット（J-VER）制度を
活用しています。「緑色のFEP下げ札」には、more treesが展開す
る間伐整備等の森林保全活動から認証・発行された排出権を1枚あ
たり250g付与して展開しています。
今後もこれらのノウハウをさまざまなプロジェクトに展開すること
で、メーカー、生活者、NPO等多様なステークホルダーが一体になっ
た環境保全活動のプラットフォームを更に発展させてまいります。

����年、日本の森を救う活動で���を削減

森はCO2を吸収・固定するだけでなく、洪水の緩和や土壌保全、生物多様性保全等さまざ
まな機能を持っています。都市の人々にとっても、本来こうした恵みは欠かせないものなの
ですが、日頃都会で生活する私たちにとって
は、森がどうしても遠い存在に感じられてし
まいます。more treesでは、さまざま
な切り口で都市と森がつながるきっかけを
創出しています。
「Fashion Earth PROJECT」によって、
ファッションを通じた森とのつながりがま
すます増えることを期待しています。その結
果、森が豊かになればとても素敵なことですね。

株式会社レナウン
事業本部企画部
シンプルライフグループ部長
浜部正裕 氏

青と緑のFEP下げ札

間伐整備後の森

展示会の様子

モア・トゥリーズの森社団法人モア・トゥリーズ事務局長
水谷伸吉 氏

参加企業
コメント
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�����
コメント
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本業を通じて実践する伊藤忠商事の���
伊藤忠商事は、世界中で事業を展開する総合商社です。
事業領域は、原料等の川上から小売等の川下まで広がり、
トレーディングや事業投資を通じ、
世界中の人々の暮らしを支えています。
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伊藤忠グローバルCSRマップ
ファッションアース
プロジェクト

アベンゴア・ソーラー社と
太陽熱発電事業において提携

MOTTAINAIキャンペーンを通じた
グリーンベルト運動への参画

プレオーガニックコットンプログラム

ハンティング ワールド共生の森

ボルネオ島の熱帯林再生及び
生態系保全プログラム

インドネシア社会との共生を
目指すカラワン工業団地

中国・大連長興島で
複合型リサイクル事業を推進

海外物流事業での
地域社会への貢献

中国

ケニア

インド

マレーシア

インドネシア

日本

スペイン

ベンアベン
金属

金属

ボボ
総本社

住生活・情報

シシイ ドネシイ ドネシ
住生活・情報

住生活・情報

ハンハンテ
繊維

繊維

フ
繊維
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世界最大の
風力発電事業が稼動 米国最大の

太陽光発電システム販売会社
Soligent, LLCの設立

医療機材供給で
災害対策支援

リチウムイオン電池関連
ビジネスへの取組

安定供給、安全性確保に注力した
食糧資源調達の推進

植物由来エネルギー生成事業の推進

セニブラ社の環境ビジネスの取組

ITを活用したエネルギー及び
スマートITインフラ事業の展開

水資源を守る＋
資源循環を促進する

住むだけでエコに貢献
自然エネルギーによる
グリーン電力を採用

マニラ麻農園リハビリテーション・
プロジェクトを支援

フィリピン

ブラジル

アメリカ

金属

麻麻農園
総本社・海外店

総本社

ネスの取組ジネスの取組
住生活・情報

を活用したITを活用した
住生活・情報

水資源 守水資源 守
住生活・情報

住住
住生活・情報

住生活・情報

繊維

世界世界最
機械

医療機
機械

機械

米米国最
金属

エネルギー・化学品

エネルギー・化学品

生成事業 推進生成事業 推進
エネルギー・化学品

供安定供
食料

食料

食料

からだスマイルプロジェクト
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金属

総本社住生活・情報

繊維 機械

エネルギー・化学品 食料

総本社

繊維カンパニー 機械カンパニー 金属カンパニー

エネルギー・化学品カンパニー 食料カンパニー

住生活・情報カンパニー
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コーポレート・ガバナンス

伊藤忠商事は、「伊藤忠グループ企業理念」及び「伊藤忠グループ企業行動基準」に則り、様々なステークホ
ルダーとの間で公正且つ良好な関係を構築することにより、長期的な視点に立って企業価値の向上を図る
ことを経営の基本方針としています。この基本方針に則り、適正且つ効率的な業務執行を確保できるよう、
意思決定の透明性を高めるとともに、監視・監督機能が適切に組込まれたコーポレート・ガバナンス体制
の構築に注力しています。

伊藤忠商事は、取締役会設置会社、監査役（監査役会）設

置会社です。社外監査役を含む監査役が独立的且つ客観

的な視点で経営状況に対する監視・監査を実施していま

す。また、取締役会による経営監督の実効性と意思決定の

透明性を一層向上させることを目的に、独立性の高い社外

取締役を選任しています。

　2012年7月1日現在、取締役会は14名の取締役（内、社

外取締役は2名）により構成されており、経営上の重要事

項について意思決定を行うとともに、取締役の業務執行を

監督しています。

　当社は取締役会の意思決定及び監督機能と経営の執行の

分離を図ることを目的として、執行役員制度を採用しています。

取締役会による経営監督の強化
当社は 2011年6月の株主総会以降 2名の社外取締役を

1997年 ディビジョンカンパニー制を採用 意思決定の迅速化・経営の効率化

1999年 執行役員制度に移行 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化

2007年 取締役及び執行役員の任期を1年に短縮 任期中の経営責任を明確化するため

2011年 社外取締役制度の導入 経営監督の実効性と意思決定の透明性の向上

これまでのコーポレート・ガバナンス強化のための取組

伊藤忠商事のコーポレート・ガバナンス体制の特徴

　伊藤忠商事のコーポレート・ガバナンスの特徴の一つ

が、社長を補佐する機関であるHMC（Headquarters 

Management Committee）です。HMCでは、全社経営方

針や重要事項を協議しています。

　このほか、各種社内委員会が各々の担当分野における経

営課題の審査・協議を行い、社長及び取締役会の意思決

定に役立てています。なお、一部の社内委員会では、社外

の有識者を委員とし、外部の意見を取入れる仕組みも構築

し、運営しています。

　当社のこれまでのコーポレート・ガバナンス強化に向け

た取組は下表の通りです。

多様な視点に基づく経営助言機能を適切に発揮しており、

取締役会による経営監督の実効性と意思決定の透明性の

　　

コーポレート・ガバナンス



取締役会による経営監督の強化
当社は、2011年6月の株主総会以降、2名の社外取締役を

選任しています。社外取締役については、その客観的・中

立的な立場から、社内取締役に対する監視・監督機能と

社外取締役の会社との関係

氏名 選任の理由 取締役会への出席状況

川本 裕子（注1）

経営コンサルタントや大学院教授としての長年の経験を通して培った企業経営に関する高い知見
を当社の経営に活かすとともに、独立の立場から当社の経営を監視・監督することを期待して選
任しています。なお、同氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

就任後開催の取締役会12回のうち
10回に出席。

杉本 和行（注1）

財務省（及び旧大蔵省）における長年の経験を通して培った財政・金融に関する高い見識を当
社の経営に活かすとともに、独立の立場から当社の経営を監視・監督することを期待して選任し
ています。なお、同氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

就任後開催の取締役会12回の全て
に出席。

（注1）川本 裕子氏と杉本 和行氏につきましては、当社が上場している国内の金融商品取引所に独立役員として届出ています。

多様な視点に基づく経営助言機能を適切に発揮しており、

取締役会による経営監督の実効性と意思決定の透明性の

確保・向上に寄与しています。

監査機能の実効性を確保するための仕組み
当社は、3名の社外監査役を含む5名の監査役を選任して

おり、常勤監査役は、取締役会等の社内会議に日常的に出

席するほか、会計監査人をはじめとした社内外の監査組織

と連携することで監査機能の強化に努めています。内部監

社外監査役の会社との関係

氏名 選任の理由 取締役会及び監査役会への出席状況

林　良造（注1）

経済産業省（及び旧通商産業省）での豊富な経験及び大学院教授としての広い視野と長期的視
点を活かして、独立の立場から当社の経営を監視・監査することを期待して選任しています。な
お、同氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

当期開催の取締役会17回のうち15
回に出席し、また、監査役会11回の
うち10回に出席。

鳥居 敬司（注1）

大手金融機関の元経営者としての長年の経験と見識を活かして、独立の立場から当社の経営を
監視・監査することを期待して選任しています。なお、同氏は、当社の監査役就任前に、当社と取
引関係のある大手金融機関の役員として経営にあたっていましたが、当社の監査役就任前に同
金融機関を退職されており、現在、同氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

当期開催の取締役会17回の全てに
出席し、また、監査役会11回の全て
に出席。

下條 正浩（注1）

主に企業法務・国際取引法の分野における弁護士としての豊富な経験と専門知識を活かして、
独立の立場から当社の経営を監視・監査することを期待して選任しています。なお、同氏と当社
との間には、特別な利害関係はありません。

就任後開催の取締役会12回の全て
に出席し、また、監査役会8回の全
てに出席。

（注1） 林 良造氏、鳥居 敬司氏、 下條 正浩氏につきましては、当社が上場している国内の金融商品取引所に独立役員として届出ています。

査部門としては監査部が設置されており、監査役との間で

内部監査計画を協議するとともに、定期的に会合を持つな

どして密接な情報交換・連携を図っています。また、監査

役の職務遂行をサポートする組織として監査役会直属の

監査役室が置かれています。

取締役会
取締役（14名）

（内、社外取締役2名）

監査役会
監査役（5名）

（内、社外監査役3名）

株主総会

監査役室

現行のコーポレート・ガバナンス体制図

会計監査人

（注1） 各ディビジョンカンパニーには、カンパニープレジデントを設置。
（注2） 内部統制システムは社内のあらゆる階層に組込まれており、そのすべてを表記することはできませんので主要な組織及び委員会のみ記載しています。
 なお、内部統制委員会は、社内の内部統制関連部署よりそれぞれの主管する内部統制の構築・運用状況について報告を受け、
 内部統制全体の構築・運用状況を評価し、その評価結果及び改善すべき事項をHMC及び取締役会に報告します。

*1 HMC : Headquarters Management Committee
*2 CSO : Chief Strategy Officer
 CAO : Chief Administrative Officer
 CCO : Chief Compliance Officer
 CFO : Chief Financial Officer
 CIO : Chief Information Officer

*3 ALM = Asset Liability Management

CSO*2 内部統制委員会

コンプライアンス委員会CAO・CCO*2

CFO*2

CIO*2

ディビジョンカンパニー

ALM*3委員会

開示委員会

CSR委員会監査部

HMC*1

選任・解任

選定・監督

選任・解任

選任・解任

会計監査

監視・監査

監視・監査

社長



役員報酬等の内容
2012年3月期における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の内容は、以下の通りです。

区分 人員数（名） 支給額（百万円） 内訳

取締役
（内、社外）

14
（2）

1,428
（18）

①月例報酬 758百万円
②当事業年度に係る取締役賞与（支払予定額） 670百万円

監査役
（内、社外）

7
（4）

119
（32）

月例報酬のみ

計
（内、社外）

21
（6）

1,547
（50）

（注1）  株主総会決議による取締役の報酬限度額は、月例報酬総額として年額12億円（内、社外取締役分は年額50百万円）、前記報酬額とは別枠で取締役（社外取締役を除く）に対
する賞与総額として年額10億円（いずれも2011年6月24日株主総会決議）です。

（注2）  株主総会決議による監査役の報酬限度額は、月額総額13百万円（2005年6月29日株主総会決議）です。
（注3）  当社は、2005年6月29日開催の第81回定時株主総会の日をもって取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引続いて在任する取締役及び監査役に

対しては、退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金を各氏の退任時に贈呈することを決議しております。これに基づき、上記の支給額のほか、2011年4月
に支給した退職慰労金は、取締役2名に対し71百万円です。

当社は、2006年4月19日の取締役会において「内部統制システムに関する基本方針」を制定しています（直近では2011年5月

6日付で一部改訂を行っています）。この内部統制システムについては、不断の見直しによって継続的な改善を図り、より適正

かつ効率的な体制の構築に努めることとしています。

（「内部統制システムに関する基本方針」は http://www.itochu.co.jp/ja/about/governance/control/policy/ をご参照ください）

　ここでは「内部統制システムに関する基本方針」より、いくつか特筆すべき取組を抜粋してご紹介します。

取締役（社外取締役を除く）の報酬は、月例報酬と業績連動型の賞与により構成されており、月例報酬は役位ごとの基準額を

ベースに会社への貢献度等に応じて決定され、賞与は当社株主に帰属する当期純利益（連結）に基づき総支給額が決定され

る仕組みをとっております。なお、社外取締役については月例報酬のみを支給しており、賞与は支給していません。

内部統制システム

リスク管理の強化
市場リスク、信用リスク、カントリーリスク、投資リスクその他

様々なリスクに対処するため、各種の社内委員会や責任部署

を設置するとともに、各種管理規則、投資基準、リスク限度

額・取引限度額の設定や報告・監視体制の整備等、必要な

リスク管理体制及び管理手法を整備し、リスクを総括的且つ

個別的に管理しています。また、管理体制の有効性につき定

期的にレビューしています。「ALM委員会」が全社のバランス

シート管理やリスクマネジメントに関する分析・管理に関す

る審議を行い、当社グループの資産の保全を図っています。

財務報告の信頼性を高めるための取組 

伊藤忠商事では連結ベースでの財務報告の信頼性をより

高めるため、営業部門長等を内部統制統括責任者として任

命し、グローバルベースでの責任体制を構築し、「開示委員

会」をステアリング・コミッティとして、組織的に内部統制

報告制度に対応する内部統制の維持強化を行っています。

　また、金融庁の指針改正（2011年3月）を受け、2012年

度からは整備・評価の簡素化等の方針を掲げ、リスクに応

じた合理的かつ実効性のある内部統制の構築及び評価に

努めています。

　評価結果は関連部署にフィードバックされ、内部統制を

より適切に整備・運用するための指針としています。当社

ではこのように内部統制報告制度に対応するPDCAサイク

ルを構築し、内部統制の強化に努めています。

コーポレート・ガバナンス

主な社内委員会

名称 目的

内部統制委員会  内部統制システムの整備に関する事項の審議
開示委員会   企業内容等の開示及び財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する事項の審議

ALM委員会   リスク管理体制・制度及びB/S管理に関する事項の審議
役員報酬諮問委員会  役員の処遇及び役員退任後の処遇に関する事項の審議
コンプライアンス委員会  コンプライアンスに関する事項の審議

CSR委員会  CSR、環境問題及び社会貢献活動に関する事項の審議



Act
不備の
改善指示

Do
整備・運用・
改善

Plan
整備支援・ 
方針作成

Check
方針作成・
評価

財務報告の適正性確保のための体制（PDCAサイクル）

伊藤忠商事では、株主・投資家等のステークホルダーに対する企業・経営情報の説明をコーポレート・ガバナンス上の重要

課題の一つと認識しており、適時・適切な情報開示に努めています。

　2012年3月期における主なIR活動は以下の通りです。

ステークホルダーへの説明責任

各部署
本社 PDCA
カンパニー PDCA
事業会社等 PDCA

監査部
内部統制整備推進室

監査部
内部統制評価室

社長
開示委員会

監査法人

内部統制報告

内部統制監査

評価実施指示

確認書改善指示

支援実施

支援実施指示

支援実施報告

評価実施

評価実施報告

活動内容 補足説明

個人投資家向けに説明会を開催 証券取引所及び証券会社支店において年数回の説明会を開催。

アナリスト・機関投資家向けに説明会を開催

四半期毎に説明会を実施。第2四半期、本決算は社長による決
算説明会、第1、第3四半期はCFOによるネットコンファレンス形
式により説明会実施。事業会社や当社関連プロジェクトへの訪
問を行う「施設見学会」を実施。当社の営業セグメントの戦略等
特定のテーマについての「分野別説明会」を実施。アナリスト・
機関投資家の関心が極めて高いと思われる大型案件について
は、公表時に説明会を開催。

海外機関投資家向けに説明会を開催 欧米、アジアを中心に年5回程度実施。

IR資料のウェブサイト掲載
決算情報、決算説明会資料、分野別説明会資料、適時開示資
料、有価証券報告書、四半期報告書、コーポレート・ガバナンス
の状況、株主総会の招集通知等を掲載。



コンプライアンス

伊藤忠グループの推進体制

伊藤忠グループでは、本社の各組織だけでなく、国内外の主要なグループ会社においてもコンプライアンス責任者を配置
し、各主管組織からの指示・支援のもと、それぞれのビジネスの特性・業態・所在地域の法制度などを考慮しながら、コン
プライアンス強化に向けた仕組み作り・教育研修・個別事案への対応等を行っています。
また、通期に一度、全社一斉に実施しているモニター・レビューや隔年で行っている意識調査などさまざまな機会を捉え、
各社の実施状況を確認しながら、グループを挙げて、より充実したコンプライアンス推進体制の強化に向けて改善を図って
います。
コンプライアンス体制

2011年度に実施した主な施策と今後の課題

2011年度には、本社の全社員を対象に、コンプライアンス意識の向上と事案の発生予防を目的に実際に発生したコンプライ
アンス事案を教材として解説する「コンプライアンス巡回研修」を実施しました。また、グループ会社や海外店などの重点
先に対しては、現場のコンプライアンスの実態把握やリスクの洗い出しを目的とした訪問指導などを行い、体制運用に重点
を置いた活動に取組んでいます。更に、既発生事案の傾向、モニター・レビューの結果等を踏まえてカンパニーごとに独自
のコンプライアンス強化策を策定し、順次実行に移しています。また、教育研修面においては、実際の事例などをもとにし
た教育研修を社員の階層別にきめ細かく実施しました。今後は、これらの施策を更に推進するとともに、引続きグループ会
社や海外店に重点を置いたコンプライアンス強化に努めていきます。

腐敗防止の取組強化

伊藤忠商事では、公務員及びこれに準ずる立場の者に対する不正な利益供与を広く禁止するため、これまでに「不正利益供
与禁止規程」及び「関連ガイドライン」を制定し、実際のビジネスにおいての判断指針を示し、その浸透を図ることによっ
て、腐敗防止に努めてきました。
この度、米国連邦海外腐敗行為防止法（US FCPA)や2011年7月1日に施行された英国贈収賄法をはじめとする世界的な贈
収賄規制強化の流れに鑑み、昨年6月に、当社対応強化策のひとつとして、上記規程及びその関連ガイドラインの改訂を行い
ました。
今後は、上記改訂について、社内や海外ブロックへの周知に努めるとともに、不正な利益供与に関するリスクアセスメント
及びモニタリング制度等の施策の実施についても図っていきます。



反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決することを基本方針として明文
化し、これを実現するために、反社会的勢力との対決三原則プラス１「恐れない、金を出さない、利用しない、＋交際しな
い」および具体的応対要領10か条を対応マニュアルとして定め、全社員に対して周知徹底しております。また、反社会的勢
力への対応統括部署を人事・総務部内に設置しています。

総合輸出入管理への取組

総合商社の活動の柱である貿易を適正かつ効率的に行うため、伊藤忠商事では継続的に輸出入管理の強化、改善を図ってい
ます。
安全保障貿易管理においては、外国為替及び外国貿易法（外為法）に基づく関連諸規制の遵守に加え、国際社会との協調や
国際安全保障リスク（政治リスク）の管理をも目的とする体系的・総合的な内部管理規定を策定し、運用しています。
また、輸入（関税）申告を含めた適正な輸出入通関手続きを実施するため、社内関税調査（モニタリング）や関税評価に関
する研修等、内部管理規定に基づく諸施策を実施し、関税コンプライアンス等の徹底を図っています。



 

伊藤忠商事サプライチェーンCSR行動指針

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9. 
10. 

サプライチェーンマネジメントに関する基本的な考え方

経済のグローバリゼーションに伴い、途上国を中心に強制労働、児童労働等の社会的問題や環境問題が表面化してきまし
た。世界の国々で事業を展開する伊藤忠商事も、地球全体のサステナビリティを維持するために取組むべき重要なCSR課題
と位置付けています。当社の関与するビジネスのサプライチェーンにおいて人権・労働、環境等の問題が起こらないように
予防し、問題が見つかった場合にはサプライヤーとの対話を通じて改善を目指します。これらのアクションを着実に実践し
ていくため、「伊藤忠商事サプライチェーンCSR行動指針」を定め継続して取組んでいます。

伊藤忠商事サプライチェーンCSR行動指針 

伊藤忠商事は、企業理念である「豊かさを担う責任」を果たすために、持続可能な社会の実現に向け、その事業活動
を通じてCSRを推進しています。

その事業形態の特性上、サプライチェーン上の多岐にわたる取扱商品・サービスの社会・環境影響に配慮し、サプラ
イチェーンマネジメントに取組んでいく必要があります。

伊藤忠商事は「サプライチェーンCSR行動指針」を定め、サプライヤーに対して伊藤忠商事の考え方を伝え、以下に
定める項目への理解と実践を期待し、働きかけていきます。

従業員の人権を尊重し、非人道的な扱いを行わない。
従業員に対する強制労働・児童労働を行わない。
雇用における差別を行わない。
不当な低賃金労働を防止する。
労使間の円滑な協議を図るため従業員の団結権及び団体交渉権を尊重する。
法定限度を超えないよう、従業員の労働時間・休日・休暇を適切に管理する。
従業員に対して安全で衛生的かつ健康的な労働環境の提供に努める。
事業活動において、自然生態系、地域環境及び地球環境の保全に配慮し、環境汚染の未然防止に努める。
関係法令及び国際的なルールを遵守し、公正な取引及び腐敗防止を徹底する。
上記の各項目に関する情報の適時・適切な開示を行う。

CSR



サプライチェーンにおける実態調査

サプライチェーンにおけるCSR実態調査

伊藤忠商事では、世界各地で多様なビジネスを展開しています。さまざまなサプライヤーの実態を把握するため、サプライ
チェーンCSR行動指針の10項を必須調査項目としたうえで、カンパニーごとにそれぞれの商品特性に適した方法で調査する
こととしています。
人権・労働、環境をカバーする10項目に、生活資材部門（木材・紙パルプ）では森林保全のチェック項目、食料カンパニー
は商品安全の項目、また繊維カンパニーでは知的所有権保護の項目等を追加しています。調査対象のサプライヤーは
FTSE4Goodのクライテリアを参考にしながら、高リスク国・取扱商品・取扱金額等一定のガイドラインのもとに各カンパ
ニーが選定し調査計画を立てます。各カンパニーの営業担当や駐在員がサプライヤーを訪問しヒアリングを実施、あるいは
アンケート形式により実態調査を進めています。
また、2009年4月にはサプライヤーに対して伊藤忠商事のスタンスを明確に伝えるために「伊藤忠商事サプライチェーン行
動指針」（2011年11月に改訂）を策定し、人権・労働及び環境保全について対話を進め、理解と実践を求めていく方針で
す。
今後も調査方法を見直しつつ実態調査を継続していく方針です。
サプライチェーンにおける実態調査 チェックリストの例【食料カンパニー】

2011年度CSR実態調査

2011年度は前年に引き続き伊藤忠商事単体のサプライヤーに加えて海外店及びグループ会社サプライヤーも対象に広げて調
査を実施しました。その結果、海外店のサプライヤー28社、グループ会社16社のサプライヤー115社を含む401社の調査結
果からは直ちに対応を要する深刻な問題は見つかりませんでした。
今後も調査を継続し、対話を続けていくことにより、社員の日々のビジネスでの意識向上、またサプライヤーのCSR側面の
レベルアップにつなげていくことを目指していきます。



※

組織別調査実績（2009年度～2011年度）組織名は2012年3月末現在

2011年度 2010年度 2009年度

合計 ※ 401 374 300

繊維 26 24 28

機械・情報 16 15 17

金属・エネルギー 14 14 11

生活資材・化学品 202 193 133

食料 117 105 93

物流統括部 26 23 18

海外店のサプライヤー28社、グループ会社16社のサプライヤー115社を含む



伊藤忠商事では、中期経営計画「Brand-new Deal 2012」の基本方針のひとつに「攻めの徹底」を掲げています。「攻
め」を支える経営基盤としての人材の育成・強化を積極的に推進していきます。また、従来から注力してきたグローバル人
材戦略の展開に引続き取組ます。

執行役員 人事・総務部長
小林 文彦

「総合商社」伊藤忠商事にとって「人材」は最大の経営資源です。
2011年度からスタートした新中期経営計画「Brand-new Deal 2012」においては、「業界
のプロ」、「強い人材の育成」など、人材に関する種々の取組方針を掲げています。中期経
営計画やその取組方針に即した施策を実行することを通じて、社員が最大限に能力を発揮で
きるよう、活躍を支援する体制をより一層強化していきます。

2012年度の方針及び課題



「攻め」を支える人材育成

人材育成の基本構造（イメージ）

伊藤忠商事の安定的・継続的な成長を支えるのは人材です。
伊藤忠商事は本社社員のみならず海外ブロック社員・グルー
プ会社社員を対象とし、個々の適性・キャリアを踏まえ、そ
れぞれのフィールドで活躍できる「業界のプロ」、その中核
としてグローバルレベルでマネジメントできる「強い人材」
の育成を目指します。その実現に向けて、OJT（on the job
training）の徹底を通じた業務経験の付与を中心に、適切な
評価・フィードバックによって社員の成長意欲を醸成、自己
啓発を促し、研修を通じた知識・スキルの習得と、積極的な
キャリアアップの補完を行うことで、更なる強化を図りま
す。引続き、研修を通じた人材育成に対しては多額の投資を
行うとともに、今後はこれまでに構築した制度・仕組みを活
用した現場主導による人材育成を更に促進していきます。

※

※ 
※ 

職掌別、階層別に必須研修、選抜研修、選択研修といったさまざまな研修を実施していま
す。「グローバルマネジメント人材」の育成に向けては、「グローバルディベロップメント
プログラム（GEP、GLP、GNP※）研修」「グローバルリーダー育成研修」「組織長ワーク
ショップ」といった研修を実施しています。また、若手社員の英語力及び国際的視野の養成
を図る目的で、1999年より「新人海外派遣制度」を、2010年度より中国他新興市場国へ派
遣する「若手短期中国語・特殊語学派遣制度」を導入し、将来の各市場スペシャリスト候補
の育成を図っています。その他、多様な価値観を持った「業界のプロ人材」の育成に向け
て、「キャリアビジョン支援研修」等に加え、各カンパニー・総本社職能部の人材戦略に基
づく独自研修等、目的にあわせさまざまな研修を実施しています。

Global Executive Program:グローバル人材開発プログラムの基幹プログラムとして、グロー
バルエグゼクティブを育成する研修。
Global Leadership Program:グローバルに活躍できる組織長育成を目的とした研修。
Global Network Program:海外ブロック社員を対象に、本社での研修を通じて伊藤忠グループ
のグローバルオペレーションを肌身で学び、参加メンバー間のネットワークを構築する研修。

「攻め」を支える人材育成

さまざまな研修制度

人材育成方針及び研修内容（抜粋）

人材育成体系の骨子 具体的研修名

グローバルマネジメント人材の育成 グローバルディベロップメントプログラム、組織長WS、プレマネー
ジャー研修、短期ビジネススクール派遣

ビジネスリーダーの育成 新人海外派遣、若手短期中国語・特殊語学派遣

「業界のプロ」・「多様な人材」の育成 キャリアビジョン支援研修、各カンパニー・総本社職能部の独自研修

グローバルディベロップメ
ントプログラム研修



新人海外派遣

アメリカ（アイダホ州）での4ヶ月の生活を通し、文化
やバックグラウンドが異なる人たちと触れ合う中で互い
の「違い」を理解し、尊重し、受け入れることの重要さ
を実感しました。日本国内に留まらず、世界を相手に挑
戦していきたいと改めて感じました。
素晴らしい機会を与えていただいて、感謝しています。

若手短期中国語・特殊語学派遣

半年間中国遼寧省の大連に滞在し中国語を勉強しまし
た。
午前中は大学で授業を受け、午後は語学学校でのマンツ
ーマンレッスンと、一日中完全に中国語漬けの毎日を送
り語学の習得のみならず、中国人の考え方、文化を肌で
感じることができました。
中国の春節時に友人の中国人宅で親戚一同に囲まれなが
ら白酒を飲みつつ、餃子を包み、年越しと同時に爆竹を
打ち上げたのはまさに中国を体感した思い出のひとつで
す。
帰国後、中国の取引先との商談においても悪戦苦闘しな
がら学んだ中国語を使っています。
中国語を勉強することで、中国という国の勢いをより近
くに感じられるようになり、若い時期にこのような機会
を持てたことに非常に感謝しています。

主な研修参加人数

研修名 2011年度実績

グローバルディベロップメントプログラム研修 97人

組織長ワークショップ 411人

短期ビジネススクール派遣 32人

新人海外派遣／若手短期中国語・特殊語学派遣 86人

キャリアビジョン支援研修 3,035人

研修参加者コメント

IT企画部
基幹システム室
吉田 亜希子

有機化学品第一部
合繊原料第一課
小寺 健



新たなステージに入ったグローバル人材戦略

タレントマネジメントプロセス

伊藤忠商事は、グループ全世界ベースでの人材価値の最大化・全体最適を目指
し、2007年度より世界視点での人材戦略を推進しています。2010年度まで全世
界の組織長人材のデータベースを構築し、組織長に求める行動要件を整備するな
ど、全世界で人材の育成・活用を推進する仕組みを整備してきました。2011年度
からは中国やアジアといった海外注力市場への人材戦略を強化するとともに、海
外収益拡大を担う優秀な人材の個別育成計画を、各ディビジョンカンパニーと協
働のうえ整備することで、「タレントマネジメントプロセス」を展開していま
す。これらの取組を通じ、グローバルなビジネス展開に資する人材の採用・育
成・活用の強化を図っています。

1.

2. 

3.

新たなステージに入ったグローバル人材戦略

具体的な取組施策

世界各国の拠点の社員を約2年間東京本社で受け入れ、業務の修得、企業理念・社風・文化の理解、人脈形成の
機会を提供し、育成するとともに、本社のグローバル化を促進しています（2008年4月から2012年3月末の3年
間で延べ60名を受入）。
全世界・全階層の職務を対象に、職務・職責の大きさを測り共通の尺度として構築した区分(ITOCHU Global
Classification：IGC）を活用し、国籍にとらわれない人材の配置、登用、育成をグローバルベースで行っていま
す。
創業時から150年余り受け継がれている理念や価値観を、伊藤忠のリーダーが備えるべき人材要件に落とし込
み、採用基準や評価・育成制度に反映させ、社内講師による浸透活動を行うなど、伊藤忠の価値観に合った人材
の採用・育成をグローバルに行っています。

地域別海外ブロック社員数（2012年3月末現在）

北米 中南米 欧州 アフリカ 中近東 大洋州 東アジア アセアン・
南西アジア

CIS 総計

147 164 226 38 161 31 732 591 89 2,179

(単位: 人)



社員が活躍できる環境づくり

仕事と育児・介護の両立支援

社員が会社生活を送るうえで、育児や介護といったライフステージを迎えた際にも安心して会社で働き続け、最大限に能力
を発揮できるよう、伊藤忠商事では、男性・女性がともに利用可能な、仕事と育児・介護の両立を支援するための法定を上
回る諸制度の拡充をしてきました。
2010年、東京本社近隣に「社員用託児所 I-Kids（アイキッズ）」を開設しました。これは首都圏における「待機児童問
題」が社会問題化し、育児休業からの計画的な復職が難しくなっている現状等を踏まえ、社員のキャリア継続への阻害要因
を緩和し、社員の働き続ける意欲を支援するためのものです。
また、2011年には海外駐在員を対象とした、高齢者見守りサービス「駐在員ふるさとケアサービス」をセコムグループと協
働のうえ、開始しました（全費用会社負担）。今後更なる海外収益拡大を目指す中、「海外政策」の重要な取組方針のひと
つとして海外駐在員の増員を図っており、本制度を通じ、国内で独り暮らしをされている駐在員の高齢者家族の生活や健康
状態を把握し、中高年世代の社員が直面する「仕事と介護の両立」を支援することにより、安心して海外でも活躍できる環
境の整備に取組んでいます。

育児・介護関連制度取得状況

2009年度 2010年度 2011年度

育児関連 育児休業 43 49 61（男2：女59）

子の看護休暇 98 125 125（男51：女74）

育児のための短時間勤務 32 50 57（男1：女56）

育児特別休暇 16 13 8（男5：女3）

出産サポート休暇 53 62 51（男51）

介護関連 介護休業 0 0 1（男1）

介護特別休暇 8 9 12（男6：女6）

介護休暇 - 16 18（男7：女11）

介護のための短時間勤務 2 2 3（女3）

ファミリーサポート休暇 383 469 536（男325：女211）

(単位: 人)



息子が9か月からお世話になっています。地元の保育園に入れなかったため、I-Kids
のおかげで4月より職場復帰することができました。当初は0歳児で預けることに不
安もありましたが、先生方が息子に沢山話しかけ、愛情いっぱいに接してくださる姿
に今は感謝の気持ちで一杯です。また、食育などさまざまな経験をさせていただける
ことも喜びです。毎日笑顔の息子を見て、安心して仕事ができています。

子育てという未知の経験によって自分自身の視野を広げたいと思い、妻や上司と相談
し、2011年に育児休業を取得しました。取得にあたっては、職場の上司をはじめ、
同僚より大きなサポートをいただいたことに大変感謝しています。息子の子育てを、
妻とともに取組むことで家族の絆がより深まったことに加え、育児関連の商品やビジ
ネスの大きさに触れることができたことも貴重な財産でした。最近では社内の男性の
育休取得者も徐々に増えてきましたが、新たな視点を得て仕事に活かすことにもつな
がり、男性にとっても働くうえで良い効果があると思います。

※

2011年に「次世代育成支援対策推進法」（※）に基づく認定基準を満たし、厚生労働省
（東京労働局）より次世代認定マーク（愛称：くるみん)を取得いたしました。
伊藤忠商事は、社員がやる気・やりがいを持って働き続けることのできる環境づくりを、今
後も積極的に進めていきます。

次世代育成支援対策推進法
急速な少子化の流れを変えるため、次世代育成支援対策推進法では、地方公共団体が地域行動
計画を策定・公表するとともに、企業においても、従業員数に応じて、従業員の仕事と子育て
の両立を支援するための一般事業主行動計画を策定し、都道府県労働局にその旨を届け出るこ
とが義務づけられています。（厚生労働省ホームページより抜粋）

I-Kids利用者コメント

水産部
濱田 美沙

育児休業取得者コメント

くるみんマークを取得

I-Kids 誕生会の様子、食育
の様子

人事・総務部 
金山 義憲



キャリアカウンセリング

キャリアカウンセリング室では、新入社員から組織長まで全社員の多様なキャリアに関する相談・支援を幅広く行っていま
す。同室にはキャリアカウンセラーの資格を持った社員が数名常駐し、一人ひとりの状況にあわせて、上司・部下・同僚と
の関係や仕事の進め方、自分の将来のこと等幅広くお話を伺います。また、研修の一環として、入社後数年の節目ごとに若
手社員全員にキャリアカウンセリングを行う仕組みを整え、キャリア採用の方や、雇用延長に関する中高年社員からの相談
も実施しています。社員と、社員を通して組織に、キャリア形成に関わる気付きやセーフティネットを与えることを目指し
ています。

社員の健康管理

伊藤忠商事にとって、社員は財産であり、その能力をいかんなく発揮してもらうためにも、社員一人ひとりの健康管理は非
常に重要です。
当社では健康に関して、いつでも相談できる社内体制を整備しています。例えば、東京本社内の診療所でもある健康管理室
には、合計20名の専門医が所属する他、エックス線技師や薬剤師も所属しており、各社員ごとに保健師がいわば「医療コン
シェルジュ」として、全面的なケアをすることで、社員一人ひとりの健康管理を後押ししています。
メンタルヘルスについては、社内にストレスマネジメントルームを設置し、精神科医・臨床心理士にいつでも相談できる体
制をとっています。
時間管理については、長時間労働防止の観点から職場ごとに早帰り日を設定する等、さまざまな取組を行っています。具体
的には、入退館記録に基づく客観的な労働時間管理システムを活用する等、会社として適正な時間管理ができる体制を強化
しています。

社員の安全対策

世界のさまざまな地域で活躍する社員とその家族が、安全かつ健康でより有意義な駐在生活が送れるよう、事件・事故・災
害等の緊急事態のみならず、健康管理に対する万全な体制を構築しています。
現地における感染症からの予防策も含めて病気やケガ等の緊急時に備え、複数の緊急医療サービス会社とも提携し、万全の
支援体制を整えています。



社員とのコミュニケーション

伊藤忠商事では、社長と社員が直接双方向の対話を行う機会を積極的に設けてい
ます。
2001年度より全社員総会を開催してきましたが、2011年度は、より対話を深め
るため全3回に分け対話集会を開催しました。対話集会では、社長自ら経営方針や
その実現に向けての情熱を直接社員に対して伝える一方、社員は直接社長に対
し、自分の意見や質問を投げかけることができ、双方向におけるコミュニケーシ
ョンの貴重な機会となりました。内容は経営方針のみならずプライベートまで多
岐にわたり、非常に活気に満ちた集会となりました。
また、国内のみならず、海外ブロックを訪問の際には、海外駐在員及び海外ブロ
ック社員との対話集会を実施しています。2011年度はアメリカ・中国・台湾・オ
ーストラリアの各拠点にて懇談会を開催し、社長と海外駐在員・海外ブロック社
員が経営方針等について直接対話を行い、コミュニケーションを深められる機会
を設けています。

2012年4月1日時点組合員比率

2011年度労働組合との取組実績

2011年4月 繊維カンパニー経営協議会

2011年5月 決算協議会

2011年8月 社長との経営協議会

2011年9月 特定業務経営協議会

2011年10月 食料カンパニー経営協議会

2012年3月 社長との経営協議会

伊藤忠商事労働組合は、ステークホルダーである従業員がより生き生きと「やる気・
やりがい」を持って個々人の能力を十分に発揮できる職場環境の実現を目指し、諸活
動に取組んでいます。幅広く吸収した現場の声を基に、会社と積極的に対話すること
により、組合としてCSR活動に貢献していきます。

社長との対話集会

労働組合との対話

伊藤忠商事では、企業理念である「豊かさを担う責任」の実現に向け、労働組合とさまざまな課題について協議していま
す。2011年度は社長との経営協議会、カンパニーとの経営協議会等を計6回実施しました。労使間で活発な議論を重ねるこ
とによって、お互いに現状の課題を認識・共有し、改善策を検討・実施していくことができる健全な関係を構築していま
す。

組合長コメント

伊藤忠商事労働組合 組合長
柿仲 修平



日本における人材多様化推進への取組

全総合職のうちの、女性総合職の割合 採用数（新卒・キャリア）

日本における人材多様化推進への取組

数の拡大・制度の拡充から、定着・活躍支援へ

～ 人材多様化推進計画2013（日本）～

経済のグローバル化に伴う競争の激化や少子高齢化の進展に伴う人材獲得競争等の外部環境の変化、また当社における新規
ビジネスの創造や年齢別人員構成の歪み等への対応が必要なことから、2003年12月より日本における人材多様化の推進に
取組んできました。
会社・社員が性別・国籍・年齢を意識しなくても、各々の社員が特性を活かして、活躍できる環境を整えることで個の力・
組織力の更なる強化を目指すため、2009年度には「人材多様化推進計画2013（日本）」を新たに開始し、より多くの多様
な人材の確保・定着・活躍支援を通じて「魅力ある会社・企業風土」をづくりを推進しています。

単体男女別従業員数

男 女 計

2009年度 3,191 1,068 4,259

2010年度 3,212 1,100 4,312

2011年度 3,162 1,093 4,255

(単位: 人)

障がいのある方の社会参加支援

身体等に障がいのある方とともに働く機会を促進することを目的として、1987年に障害者雇用促進法に基づく特例子会社
「伊藤忠ユニダス（株）」を設立しました。2012年4月現在の障害者雇用率は1.92％と法定障害者雇用率（1.80％）を上
回っています。引続き、障がいのある方の社会参加支援を積極的に行っていきます。



伊藤忠商事は地球的視野に立って「良き企業市民」として果たすべき役割を自覚し、地域社会、国際社会との調和を図り、
持続可能な社会の実現に貢献しています。

地域社会及び国際社会と持続可能な社会を実現するため、5つの重点分野からなる「社会貢献活動基本方針」を定めて活動し
ています。

社会貢献活動基本方針

1. 世界の人道的課題
伊藤忠商事は、グローバルに事業を行う企業として、世界における人道的課題に積極的に関わり、豊か
な国際社会の実現に貢献します。

2. 環境保全
伊藤忠商事は、環境保全活動を積極的に行い、社会の持続的な発展に貢献します。

3. 地域貢献
伊藤忠商事は、良き企業市民として地域社会との良好な関係を構築し、地域社会との共生を図ります。

4. 次世代育成
伊藤忠商事は、次世代を担う青少年の健全な育成を支援する活動を行い、心豊かで活力ある社会の実現
に貢献します。

5. 社員のボランティア支援
伊藤忠商事は、社員一人ひとりが行う社会貢献活動を積極的に支援します。



社会貢献の主な活動

ボランティアメンバーと

東日本大震災に関連する伊藤忠グループ及び社員の支援活動の状況を共有するた
め「東日本大震災復興支援サイト」を社内イントラネットに2011年5月に立ち上
げました。
同サイトでは、伊藤忠グループによる支援状況をはじめ、社員ボランティア募集
情報、ボランティア体験記、東北支社からの現地情報などを定期的に発信し、長
期的な支援活動に向けた社員の意識醸成に努めています。

東日本大震災復興支援

2011年3月に発生した東日本大震災の復興に向けて、長期的な視点で支援活動を行っています。

社員ボランティア支援
2011年5月から、社員がボランティア活動に参加しやすくするため、ボランティア休暇を3日から5日に拡充し、交通費/現
地滞在費などを会社から補助する制度を実施し、2012年6月末までに延べ120人が利用しました。
2012年2月には社員の発案によるバレンタイン募金や3月には1周年募金を全社規模で行い、被災地の現状をパネルで伝える
など、継続支援の重要性を共有しました。集められた募金は会社も同額をマッチングし、（公社）日本国際民間協力会を通
じて学校再建支援に、（公財）伊藤忠記念財団を通じて被災地の文庫助成に、それぞれ活用されました。2012年1月には、
(社)日本貿易会を通じて、被災3県に新たな支援として「震災孤児・遺児支援募金」を拠出いたしました。

参加社員ボランティアレポート（抜粋）
伊藤忠ケミカルフロンティア（株）出向 安良 雄一 （2012年2月参加）
「おかげさまで物資は足りている。足りないのは継続的な人的支援。最初のうちは本
当に大勢の人が来てくれたが、時間とともに減ってしまった。復興までの道のりは遥
か彼方で、今のままでは何年かかるか予測すらできない」…今回お聞きした陸前高田
や気仙沼の人達の声だった。人手＝我々が等しく持っている最もベーシックなもの
が、今一番必要なのだ。会社の同志がお互いに信頼のもと結束し、ひとつの仕事に取
組んだときのパワーは、間違いなく計算上の人力を超える。またぜひ参加したい。

復興支援サイトの開設

株主のみなさまとの被災地支援活動
2011年度から伊藤忠商事の株主宛情報の電子化にご承諾いただいた株主様に、「株主総会招集ご通知」等の印刷物の郵送を
電子メールに切り替え、それにより節約される用紙代・郵送料等に伊藤忠商事も同額を加えて、伊藤忠記念財団が行う文庫
助成事業「子どもの本100冊助成」に寄付する取組を開始しました。
2011年度は7,500名（2012年3月末現在）を超える株主様からご賛同をいただき、東日本大震災の被災地で活動されてい
る13のボランティア団体へ、合計15セット（1セット＝100冊）の児童書を、寄贈いたしました。
寄贈先：ちゅうりっぷ文庫（福島県南相馬市）、保育ママの会グランマ（岩手県紫波郡）、絵本読み聞かせの会おむすびこ
ろりん（宮城県柴田町）など13団体。



財団から送られた本を持つ
グアテマラ日本人学校の生
徒たち

伊藤忠記念財団への支援

伊藤忠商事は、1974年に設立した（公財）伊藤忠記念財団を通じて、「次世代育成」の支援を続けています。伊藤忠記念財
団は、2012年に公益財団法人に移行し、現在は「子ども文庫助成事業」及び「電子図書普及事業」を柱に子供たちの健全な
成長に寄与する活動を行っています。

子ども文庫助成事業
「子ども文庫助成事業」では、2011年度は通常の子どもの本購入助成や、子どもの本100
冊助成等に加えて東日本大震災の被災地にも緊急支援を行いました。

子ども文庫 助成内容

助成件数

子どもの本購入費助成 37件（内 海外 1件）

病院施設子ども読書支援購入費助成 8件

子どもの本100冊助成 32件（内 海外 11件）

日本人学校／補習校図書助成 52件（内 海外 52件）

東日本大震災被災地 緊急支援 6件

合計 135件（内 海外 64件）

電子図書普及事業
2010年度より開始した、通常の書籍を読むことができない様々な障害のある子供たちのためのパソコン等を利用した「電子
図書普及事業」は、より多くの児童が更に読みやすくなるように様式を変更、38作品を全国、501か所の特別支援学校など
に無償提供しました。

災害支援義援金寄付

人道的見地より、災害時の義援金拠出・物資の提供を行っています。現地の支店・事務所とも連絡をとりながら下記の支援
を実行しました。

最近の義援金拠出例

タイ 洪水 ¥30,000,000

トルコ 地震 ¥5,000,000

フィリピン 台風 ¥5,000,000

マニラ麻農園リハビリテーション･プロジェクトを支援

1912年に開設したマニラ支店が100周年を迎えるのを記念し、6月にフィリピン中部のソルソゴン州農村地帯においてマニ
ラ麻農園リハビリテーション･プロジェクトの支援について、フィリピン繊維産業開発局及び地元の農業組合であるSt.



「若者の家」 当社マニラ支店100周年の
式典に参加する子供たち

KnKのメンバーと

子供の飢餓の撲滅キャペー
ン「ウｫーク・ザ・ワール
ド」に参加

Ann's Family Service Cooperativeと協定を締結しまし
た。2014年3月までに実施予定の90ヘクタール分（約14万
4千本）のマニラ麻の植付と栽培に必要な資金の全額である
200万円を拠出します。また、本プロジェクトを通じて年間
18トンのCO2吸収が見込まれています。

NGO国境なき子どもたち（KnK）のフィリピンでの青少年支援施設サポート

開発途上にある国々のストリートチルドレンや大規模災害の
被災児等を支援するNGO「国境なき子どもたち」（KnK）
の活動を支援しています。2009年12月11日、当社の支援
により、フィリピンのマニラ郊外に青少年自立支援施設「若
者の家」がリニューアルオープンされました。2009年9月
にフィリピンを襲った台風の際に、家を無くした子供達等が
避難所として一時的に利用していました。現在、この施設を
通し、年間約1,000名の青少年へさまざまな支援が行われて
います。

フィリピンからのご報告（KnKより）

「若者の家」を中心として、フィリピンにおけるKnKの支援活動はますます広がりを
見せています。「若者の家」には現在14人の子供達が暮らす他、コンピューターの
技術訓練、青少年育成プログラムや母親層を対象とした啓発セミナーなどに毎月活用
されています。今後も「若者の家」を拠点に、引続きコミュニティベースの活動を拡
大し、青少年とスラム住民への支援を実施します。

WFP 国連世界食糧計画への支援

世界の飢餓・貧困問題を少しでも解消するため、国連の食糧支援機関であるWFP 国連世界
食糧計画の公式支援窓口である国連WFP協会の評議員となり、さまざまな活動に参加してい
ます。
2012年5月に横浜で開催された子供の飢餓の撲滅キャンペーンである「ウｫーク・ザ・ワー
ルド」に伊藤忠商事及び伊藤忠グループ会社社員が参加しました。また、東京本社で、WFP
の活動を紹介するパネル展や募金活動を定期的に実施しています。

途上国と先進国の食のアンバランスを解消する「TABLE FOR TWO」（TFT）

対象ヘルシーメニューを食べると、1食あたり20円を寄付できるTFTを東京・大阪・名古屋の各社員食堂で実施していま
す。集まった寄付金は、TFT事務局を通じWFPの学校給食プログラムに使用されます。



マイ風呂敷、エコバッグ、
マイ箸づくりを通して楽し
みながら環境を学ぶ

2011年12月「第5回伊藤忠
野球教室」の様子

キッザニア東京に環境パビリオンをオープン

伊藤忠商事は「次世代育成」と｢環境保全｣の観点から2012年4月にこども向け職業体験施設
「キッザニア東京」に環境パビリオン「エコショップ」をオープンしました。
「エコショップ」では世界的な環境活動「MOTTAINIAキャンペーン」をテーマに、環境素
材を使ったマイ風呂敷、エコバッグ、マイ箸づくりなど自分だけのオリジナル商品を製作で
きます。
また、こども1人の参加ごとに、植林用の苗木1本分の費用がケニアの植林活動である「グリ
ーンベルト運動」に寄贈されます。「エコショップ」での体験を通じて、こどもが楽しみな
がら「ものを大切にする優しい気持ち」や「世界の環境問題」を身近に感じ、自らすすんで
解決に参加する意識の醸成につながることを目指します。

伊藤忠野球教室

青少年育成の一環として障がいのある子供達に、さまざまなことに挑戦する機会を与えた
い、自分の可能性を見出す機会を創出する手助けをしたいとの考えのもと、2007年より野
球教室を開催しています。
元ヤクルトスワローズ投手の矢野講師より、スポーツマンシップのお話や基礎的な動きな
ど、家庭での練習ではなかなか身につかない基本から、ノックのとり方や投球練習などの実
践までを教えていただきます。指導のボランティアとして、伊藤忠商事相互会野球部に所属
する社員もボランティアとして参加しています。参加した子供からは「初めての道具を使っ
てうれしかったです。これからもっと練習したいです。」などの感想があり、子供達をはじ
め保護者など参加者からも大変好評をいただいています。

青山通りの地域清掃活動を実施

東京本社近辺で、社員による地域清掃活動を実施しています。地域社会の一員として、地元自治会や近隣の他企業の皆さん
と協力して清掃や啓発物配付を行っています。

発展途上国へ「絵本を届ける運動」

シャンティ国際ボランティア会の「絵本を届ける運動」を実施しています。
日本の絵本に、カンボジアなどの現地の言葉の翻訳シールを貼り、プレゼントをします。絵本を楽しみながらボランティア
ができる活動で、男女を問わず、さまざまな年齢の社員が絵本と取組んでいます。

「スワンベーカリー」のパン販売

2008年5月より、毎週水曜日に「スワンベーカリー」のパンを東京本社の社員食堂にて販売しています。スワンベーカリー
とは、障がいを持つ人々に適正な賃金での雇用を促進する目的で、ヤマト財団により設立されたベーカリーです。当日販売
されるパンはあっという間に完売するほどの人気となっています。



社会貢献レポート（2011年4月～12月）

4月の活動

東日本大震災被災地支援の「うるうるパック」袋詰め作業に参加（東京）
4月5日、東日本大震災の被災地に送る「うるうるパック」
の袋詰め作業が東京で行われました。「うるうるパック」と
は女性向けの化粧品や子供たち向けの文房具などの支援物資
を、被災地で配りやすいように一人分ずつセットにしたもの
です。作業には伊藤忠グループから6名の社員が参加しまし
た。

2011新入社員 震災支援プロジェクト
2011年度新入社員研修では、伊藤忠商事としてできる東日本大震災の被災地支援について、14のグループに分かれて具体
的なプロジェクトを検討・提案しました。新入社員同士の投票により4つの提案が選出され、小林会長を含む審査員の前で発
表する最終選考に進みました。今後、伊藤忠記念財団と新入社員によって具体的な施策をつめ、最終的な支援活動として実
現していきます。

韓国伊藤忠社員が「次の世代に向けた植林」に参加
4月16日、韓国伊藤忠株式会社の社員、家族、客先、あわせて26名が植林ボランティアに参
加し、1人4本ずつ海松を植えました。海松の植林は海から吹いてくる風と埃を防ぐのに役立
ち、地域社会や環境への貢献になります。参加者全員、やりがいが感じられた1日となりま
した。

「アースデイ2011東京」のブースにボランティア参加
4月23、24日の二日間、代々木公園周辺を会場として、地球の環境を考えるイベント「アー
スデイ2011東京」が開催され、多くの団体が出展しました。伊藤忠からは4人の社員が、地
球温暖化防止を呼びかけるNPOのブースに参加し、来場者に家庭でできる節電を説明した
り、竹キャンドルを配るなどの活動をしました。

5月の活動

東日本大震災被災地支援の「うるうるパック」袋詰め作業に参加（名古屋）
5月7、8日、東日本大震災の被災地に送る「うるうるパッ
ク」の袋詰め作業が名古屋でも行われました。名古屋支社か
らは家族も含め、8名がボランティアとして協力しました。
子供たち向けの文房具やお弁当箱などが入った2､000個の
「うるうるパック」は、宮城県七ヶ浜町へ送られました。

ふれあい自然観察部会 目黒自然教育園
5月15日、目黒自然教育園にて自然観察会を行い、伊藤忠グ
ループから12名が参加しました。生態学セミナー「生死を
分ける光の奪い合い」に参加した後、園内で自然観察を行い
ました。参加者からは「目黒にこんなに自然豊かなところが
あるのを知りませんでした。」との感想が聞かれました。



第1回 さいたま農村ボランティア（田植え）
5月22日、今年1回目の農村ボランティアには伊藤忠グルー
プ社員とその家族41名が参加し、田植えを行いました。こ
の活動は1年間のお米の無農薬栽培を通じて、お米作りの大
変さや農業の重要性を親子で理解する目的で実施していま
す。

6月の活動

中国人大学生の短期ホームステイに協力
伊藤忠商事では年に2回、中国人大学生訪日代表団の短期ホームステイに協力しています。
今回は6月4～5日の土日2日間、社員の自宅で1名の学生を受け入れました。

東日本大震災「企業人ボランティア」に社員が参加
伊藤忠商事は、ボランティア活動を希望する社員への支援の
一環として「災害ボランティア活動支援プロジェクト会議」
が主催する、「企業人ボランティアプログラム」を社員に紹
介するとともに、参加費の補助を実施しています。6月には
第一弾として、7名の社員が岩手と福島でのプログラムに参
加しました。

港区立青山小学校3年生校外授業「高いところからわが街を見る」
毎年、地元の青山小学校3年生の校外授業受け入れに協力しています。今年は6月9日に21名
の小学生が来社、ビルの最上階より街を観察してもらいました。

2011新入社員 震災支援プロジェクト ～みんなの思いを「しおり」にのせて～
4月の新入社員研修で最終選考に残った4つの提案の中よ
り、メッセージや絵入りのしおりを作って本と一緒に被災地
の子供たちに贈る「みんなハッピープロジェクト」の実施が
決まり、作業を進めてきました。6月17日、その第一便とし
て福島県郡山市の「たんぽぽ保育園」に新入社員からのメッ
セージ入りのしおりが挟まった絵本50冊をお届けしまし
た。

東京本社で献血と骨髄バンクドナー登録会を実施
6月28日の東京本社献血では、申し込み者数129名の方々に献血にご協力いただきました。また、骨髄バンクドナー登録で
は14名の登録がありました。



7月の活動

第2回 さいたま農村ボランティア（田んぼの草取り）
7月3日、さいたま市で今年2回目の「農村ボランティア」が
行われ、伊藤忠グループ社員とその家族、30名が参加しま
した。今回は、前回苗を植えた水田に入り、全員で泥だらけ
になりながら草取りをしました。除草剤を使っていないた
め、稲をきちんと育てるために草取りが必要になります。次
回はいよいよ稲刈りです。

被災した子供たちへ野球道具を寄贈&野球教室を開催
伊藤忠商事の相互会野球部では、岩手県陸前高田市の少年野球チームに野球の道具を贈るな
ど、被災した子供たちへの支援を行ってきました。7月2、3日の週末は野球部が所属する
「10商社野球リーグ」の精鋭約20名にて、福島県いわき市の小中学生約150名を対象にし
た野球教室を開催しました。

新入社員が地域清掃活動に参加（1回目）
7月7日、青山二丁目町会が実施する清掃活動に、2011年度
新入社員25名が参加しました。社員はお揃いのウィンドブ
レーカーを着用し、町会、港区、赤坂警察署、近隣企業の皆
さんと一緒に、ゴミ拾い、違法駐輪への警告、横断歩道での
歩行者の誘導などを行いました。この活動には、今後も新入
社員に交代で参加してもらう予定です。

伊藤忠震災復興チャリティーコンサートを開催
7月19日、仙台市電力ホールにおいて「伊藤忠震災復興チャリティーコンサート」が開催さ
れました。当日は伊藤忠グループの社員・家族、取引先、被災者の方々など約1,000名が来
場し、ニューヨーク・シンフォニック・アンサンブルによる演奏を堪能されました。当日、
ご来場の皆様にご協力いただいた募金は全額「仙台キワニスクラブこども基金」へ寄付いた
しました。

東日本大震災における社員ボランティアへの支援を継続
伊藤忠商事は、東日本大震災の発生に対し、義援金や救援物
資の送付などの会社としての支援に加え、ボランティア活動
を希望する社員の支援も行っています。7～8月にかけて
は、東京から「企業人ボランティアプログラム」へ11名、
関西経済連合会が募集するプログラムへ3名の社員が参加し
ました。

9月の活動

新入社員が地域清掃活動に参加（2回目）
9月1日、青山二丁目町会が実施する清掃活動に、2011年度
新入社員19名が参加しました。今回も町会、港区、赤坂警
察署、近隣企業の皆さんと一緒に、歩道の草取り、違法駐輪
への警告などを行いました。特に歩道の草取りは暑い中全員
が汗だくになりましたが、町会の方々と協力して効率良く作
業が進みました。



伊藤忠奨学生懇親会と環境保全ボランティア活動を実施
9月10日、伊藤忠商事が奨学金を支給する日本の大学で学ぶ
留学生52名が東京本社に来社し、ワークショップと伊藤忠
社員との懇親会が行われました。翌11日には、東京港野鳥
公園にて環境保全ボランティアを実施、公園のボランティア
の方々と一緒に公園の海岸のゴミ拾いや干潟の整備を行いま
した。残暑厳しい中での作業になりましたが、奨学生同士の
交流も深まり、伊藤忠商事のCSR活動を知っていただく良い
機会にもなったようです。

第3回 さいたま農村ボランティア（稲刈り）
9月11日、さいたま市で今年3回目の農村ボランティア活動
を実施しました。社員家族やグループ会社員合計53名が、
農家の方から、有機農法の重要性などのお話を聞いた後、実
際に稲刈りを体験しました。 農作業の大変さも実感した後
のお昼ご飯は全員が何も残さずにきれいに食べました。

日本赤十字社 幼児安全法講習
9月28日、東京本社にて、日本赤十字社による「幼児安全法
講習」を開催いたしました。乳幼児を対象とした、子供の成
長や日常生活の中で起こりうる事故などの対処方法と、AED
の使い方、また災害時の子供の手当について教わりました。

10月の活動

新入社員が地域清掃活動に参加（3/4/5回目）
10月6日、及び10月17～18日、青山二丁目町会及び赤坂総合支所が実施する清掃活動に、
2011年度新入社員が合計で32名参加しました。参加した日によって、ごみ拾いや駐輪自転
車への警告などと活動内容は異なりましたが、基本は、町会、総合支所、赤坂警察署、近隣
企業の皆さんと一緒にする地区の清掃・美化活動です。毎回多くの社員が参加するので、町
会や総合支所より、期待されるとともに感謝されています。

11月の活動

第3回ボルネオ植林ツアー
11月2日～7日伊藤忠グループ社員14名がボルネオ島で植林体験を経験しました。本プログ
ラムは、150周年記念事業として始めた「ボルネオ島の熱帯林再生及び生態系保全活動」の
一環として毎年行われています。参加者は、現地での植林を直接体験するだけでなく、過去
2年間で植えつけられ植林が順調に成長しているのを確かめました。

清掃活動
11月10日（木）新入社員が、東京本社近辺の清掃活動に参加しました。今年度よりはじめた新入社員による地域との共生活
動の一環で、今回が6回目で、21人の新入社員が参加しました。



青山小学校の6年生の校外授業として来社
11月25日、東京本社の近くにある港区立青山小学校の6年生28名が校外授業の一環として
伊藤忠商事に来ました。当社が進める太陽光発電の説明、及び屋上の施設見学、又、当社が
進めるボルネオ島熱帯林再生の話を聞いて、地球温暖化防止について勉強してくれました。

12月の活動

第5回伊藤忠野球教室の開催
12月3日（土）神宮外苑室内球技場で障害を持っている子供たちを対象にした野球教室を開
催しました。「青少年の健全育成」と「地域との共生」との観点より毎年1回開催していま
す。いつもはプロ野球の選手が使う室内球技場で子供たちは大喜びで、自分なりに走って、
守って、打って楽しんでいました。

第9回中国大学生《走近日企・感受日本》ホームステイに協力
中国大学生を招待し、1日各企業の社員自宅でホームステイしてもらうプログラムも今回で9
回目。伊藤忠商事社員5名が、それぞれ大学生を受け入れ12月3～4日家族とともに交流しま
した。

震災社員ボランティア支援
12月に2回、合計25名の伊藤忠グループ社員が陸前高田市
で震災支援のボランティア活動を行いました。震災発生後9
ヶ月が経過し、ボランティアの需要も復興へと移ってきまし
たがまだまだボランティアは必要とされています。被災者の
方との交流、共同作業を通じて、参加者全員が熱い気持ちで
作業に励みました。

青山小学校の6年生が校外授業として来社
12月16日青山小学校の6年生が伊藤忠東京本社を訪れました。11月下旬に先生から、「将
来、会社の経営者になったとしたら、どんなことをしてみたいか。」といったテーマが与え
られ、子供たちが一生懸命に考え、調べた内容を発表してくれました。「これからの世界を
変える」、「地球にやさしいリサイクル」、「CO2削減新技術について」、「地球を 人間
を 助ける －エネルギーの地産地消－」、「CO2の減らし方 蓄電」の5つのテーマでの
発表となりましたが、何れも、子供らしさといった面を持ちながらも、大人顔負けの発想力
でした。

日本赤十字社による献血活動
12月19日（月）日本赤十字社による献血活動が行われ、89名が献血、2名が骨髄バンクドナー登録を行いました。毎年2回
行っている活動ですが、今後も継続して行きます。



社会貢献レポート（2012年1月～3月）

1月の活動

青山通りの地域清掃活動を実施
1月19日、東京本社近辺で、伊藤忠商事の1年目社員による
地域清掃活動が行われました。これは2011年度より開始し
た新人による社会貢献活動の一環で、清掃活動は今回が9回
目となります。今回は参加した16人全員が女子社員という
いつもより華やかなメンバーが、寒さにもめげず、地元自治
会や警察の方、他企業の皆さんと協力して清掃や啓発物配付
に頑張りました。さらに今回は伊藤忠グループのシーアイ・
ショッピング・サービス株式会社の13人も加わって伊藤忠グループで合計30名を超える（事務局含め）大人数での参加とな
り、周りの皆さんからも大いに感謝されました。拾えたごみの数よりも多くの皆さんに行動を見ていただき、東宮御所警備
のおまわりさんからも「ご苦労さま」と声をかけていただきました。当日はとても寒い一日でしたが、地域の皆さんとのつ
ながりを感じることができた温かい活動となりました。

台湾取引先からの毛布を宮城県石巻市雄勝町へ寄贈
東日本大震災発生後、伊藤忠商事の台湾取引先である東部微
型電機股分有限公司から救援物資として毛布約1,500枚を寄
贈いただきました。熱い想いの支援でしたが、当初は国内外
から大量の毛布支援があり、すぐには届けることができませ
んでした。震災後、初めての冬の季節を迎え、このたび、
2012年1月21日及び28日の2日間において、現地で活動す
るNPO「一般社団法人 Sweet Treat 311」のご協力を得
て、宮城県石巻市雄勝町を中心とした9ヵ所の仮設住宅施設の居住者及び在宅避難生活者の手元に温かい毛布を直接お届けす
ることができました。当日は伊藤忠社員もボランティアの皆さんとともに支援活動に参加しました。被災地の一日も早い復
興をお祈りいたします。

2月の活動

「バレンタイン募金」を実施
2月14日のバレンタインデーに、伊藤忠の東京・大阪両本社
で、｢みんなで募金して東北の被災地に愛を送ろう！｣と題す
る募金活動が行われました。この活動は、社員有志から｢バ
レンタインデーやホワイトデーのための費用を、被災地の皆
さんに送ろう｣というアイディアから始まり全社運動に拡大
したものです。
大阪本社では朝と昼、エレベーターホールやそれぞれの部署
の中で、社員ボランティアが精力的に募金を集めました。東京本社では、朝一番に岡藤社長からの｢寄附第1号｣を弾みに、昼
休みの募金活動中には多くの社員からの寄附が集まりました。今回集まった378,817円は、震災発生直後から宮城県、岩手
県で復興支援活動をしている公益社団法人 日本国際民間協力会（NICCO）に寄附し、被災地の学校活動の支援に役立てて
いただきます。



震災社員ボランティア支援
東日本大震災支援の伊藤忠グループ社員によるボランティア活動が、2月16～19日に行われ
ました。昨年12月から始めた伊藤忠グループとしての支援活動の3 回目です。
今回も10 名の伊藤忠グループ社員が、2月の寒さをものともせず、昼は岩手県陸前高田市の
現場で汗を流し、夜は宮城県気仙沼市で飲食による復興支援を行いました。全員が伊藤忠グ
ループ社員ですが、ほとんどが初めて会う者ばかりでした。でも、1日目の作業から全員が
ひとつにまとまり、3日間全力で頑張りました。
今後も継続して実施します。

宮城県より東日本大震災への支援に対する感謝状を授与
2月21日、宮城県の若生正博副知事が伊藤忠商事東京本社を訪問され、東日本大震災発生直
後から伊藤忠商事が行った支援に対して、感謝状をいただきました。当日は宮城県気仙沼市
で生産活動を継続しているグループ会社のヤヨイ食品株式会社も参加し、復興に向けた現地
の様子や継続支援の必要性などさまざまなお話を伺いました。また、伊藤忠グループとして
定期的に社員ボランティアの派遣を続けていることについても、若生副知事より感謝のお言
葉をいただきました。

3月の活動

東日本大震災1周年の社内募金活動
東日本大震災から1年が経過した3月12日、13日の両日、伊藤忠商事は被災地を継続支援す
るという考えのもと、社内募金を実施しました。社員の関心は高く、638,171円（東京・大
阪両本社分）の募金が集まりました。
募金した社員からは「震災から1年が経ったが、報道を見てまだまだ息の長い支援が必要だ
と実感した。自分ができることを続けていこうと思う。」との声も寄せられました。
最終的な募金金額に伊藤忠商事も同額をマッチングし、被災地の復興支援に寄附する予定で
す。

震災社員ボランティア支援
東日本大震災支援の伊藤忠グループ社員によるボランティア
活動が、3月15日～18日、及び3月22日～25日の2回行わ
れ、合計25名が参加しました。今回で4回目、5回目となる
支援活動です。今回は、悪天候で行動が制約された時もあり
ましたが、全員が力をあわせて、側溝の掻き出しなどに頑張
りました。



 

ボルネオ島での熱帯林再生及び生態系の保全プログラム

世界的に問題となっている熱帯林の著しい減少・劣化、及び
それに伴う生態系の破壊は、1992年のブラジルで開催され
た地球サミットでも指摘されていましたが現在も止まってい
ません。また、森林の破壊が地球温暖化の原因である二酸化
炭素増大の原因のひとつともいわれています。

ボルネオ島（カリマンタン島）はマレーシア・インドネシ
ア・ブルネイの三カ国にまたがる熱帯林地域で、日本の約
1.9倍もの面積がある、世界で3番目の大きさの島です。
アマゾンなどと並び、生物多様性の宝庫といわれるボルネオ
島も最近は開発が進み、自然再生力だけでは生態系保全がで
きない程、傷ついた熱帯林も出てきました。今回のプログラ
ムは、これらの傷ついた熱帯林再生の手助けをするもので
す。伊藤忠が支援する森林再生地のボルネオ島北東部のマレ
ーシア国サバ州北ウルセガマでは、世界的な自然保護団体で
あるWWFが現地サバ州政府森林局と連携し、約2,400ヘクタールの森林再生活動を行っています。伊藤忠グループはそのう
ちの967ヘクタールの再生を支援するものです。当地は、絶滅危惧種であるオランウータンの生息地でもあり、森林再生に
よりこのオラウータンを保護するのみならず、ここに生息する多くの生物を守ることにもつながります。

2011年12月末時点で、432ヘクタールの植林が完了しました。967ヘクタールの全植林は2012年内に完了する見込みです。

熱帯林の再生には、長い時間がかかります。5年間だけでは十分ではありません。しかしこれをひとつの契機として、社員や
グループ会社とも協力し、動物たちが安心して暮らせる森の再生を目指していきます。
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2年前に植えた膝丈だった苗木もここまで生長しました。 伊藤忠のサインボードの前で丁寧に植樹

趣旨

マレーシア・サバ州で保全優先度が最も高く、劣化が激しいため人為的な森林再
生活動が必要となっている地域2400haで、植林活動を行う。

場所の重要性

ボルネオ島にはオランウータンをはじめとした固有の動物や多種多様な植物が生
息しており、生物多様性の宝庫のひとつである。ボルネオ島の象徴的ほ乳類であ
るオランウータンを例に挙げると、この霊長類はボルネオ島とスマトラ島にのみ
生息する絶滅危惧種で、WWFでは2005年、ボルネオ島の中で特に優先度の高い
オランウータンの生息地をインドネシア領3地域とマレーシア・サバ州と設定し
た。サバ州の中でも特に重要な地域が次の5ヵ所である（重要度順）。
オランウータンの生息頭数の減少は、森林面積の全体的減少並びに森林の分断に
よるものであり、その生息地を確保することはボルネオ島の森林生態系保全に直
結している。

オランウータン生息地
© WWF Japan All Rights Reserved.

プログラムの内容

寄付先 WWFジャパン

期間 2009年度より2013年度まで（5年間）

場所 ボルネオ島（マレーシア国サバ州北ウルセガマ地区）

面積 967ヘクタール（東京都港区の約半分の面積）

寄付金額 総額2億5000万円（グループ会社よりの寄付含む）

植樹 植樹は、現地の在来樹種のフタバガキ科が中心となり、現場状況にあった樹種が植えつけ
られます。5年をかけて植樹及びメンテナンスを実施します。

社員ボランティア活動 グループ会社含めた社員ボランティアによる現地植林活動（植樹、草刈など）や野生動物
の観察等を実施中

社員ボランティアによる植林活動

WWFのプログラム概略

ボルネオ島北ウル セガマ森林再生活動～蘇れ！絶滅危惧種オランウータンの森～



1.

2.
3.
4.

活動の重要性

最重要地域のウル セガマ マルア（USM）地域は、1960年
初頭から木材用伐採が始まったが、2008年1月以降伐採は
停止され、サバ州政府はUSM森林管理10年計画策定チーム
にWWFマレーシアを招聘した。このように保護の機運が高
まり保全活動が進めやすい環境で事業を進め、以下の4つの
目標を達成する。

多様な種が生息する低地フタバガキ林を復元し、生物多
様性と遺伝子の保護を図る
大型ほ乳類と希少植物の生息地を長期的に確保する
固有植物種を絶滅の危機から救う
分断された森林をつなぎ、野生動物がより広範囲に移動
して、餌を入手できる環境を長期的に確保する

活動場所

ウル セガマの中でも、特に森林の劣化が激しい北ウル セガ
マは、約90頭のオランウータンが生息しているが、劣化が
激しすぎるため、植林・雑草抜き取りという人間の介入なし
には森林再生が見込めない状態である。この地域の2400ヘ
クタールを森林復元場所とした。ウル セガマ地域は商業利
用が可能な森林保護区であり、他の森林保護区同様、サバ州
森林局（SFD）の所有地である。WWFはすでにここに現地
事務所を開設、オランウータンのモニタリングチームも置い
ている。 対象地域は3ブロックに分割され、内1ブロックは

Mark & Spencer（英国）
Addesium 財団（オランダ）
WWF UK
WWF Germany
WWF US

からの資金を得て作業を開始した。

ウル セガマ マルア地域
© WWF Japan All Rights Reserved.

© WWF Japan All Rights Reserved.

地域 面積（km2） 生息頭数

ウル セガマ マルア 3,000 5,000

キナバタンガン北 1,400 1,700

タビン野生生物保護区 1,200 1,400

キナバタンガン下流域 400 1,100

クランバ野生生物保護区 210 500



植林される樹種の例：（実際には数多くの樹種が植えつけられます。）

種名 (現地名称) 学名 商業名

Laran Neolamarckia cadamba（アカネ科） ララン

Binuang Octomeles sumatrana（ダティスカ科オクトメレス属） ビヌアン

Seraya Kepong Shorea ovalis（フタバガキ科サラノキ属） セラヤ

Kapur Paji Dryobalanops lanceolata（フタバガキ科リュウノウジ
ュ属）

カポール

Seraya Tembaga Dipterocarpus caudiferus（フタバガキ科フタバガキ
属）

クルイン

Seraya Daun Kasar Shorea fallax（フタバガキ科サラノキ属） セラヤ

Kawang Jantung Shorea macrophylla（フタバガキ科サラノキ属） テンカワン

Selangan Jangkang Hopea nervosa（フタバガキ科） メラワン

Urat Mata Daun Licin Parashorea mallanonan（フタバガキ科) ホワイトセラヤ

Seraya Daun Mas Shorea argentifolia（フタバガキ科サラノキ属） セラヤ

Seraya Punai Shorea parvifolia（フタバガキ科サラノキ属） レッドセラヤ

Seraya Kuning Shorea kudatensisi（フタバガキ科サラノキ属） イエローセラヤ



ボルネオ便り 第3回

ITOCHU Group: Forest for Orang-utan の活動の地、ボルネオ島・マレーシア国サバ州にて社員並びにグループ会社社員
の計14名が参加して2011年11月に植林体験ツアーを行いました。
現地の自然あふれる魅力と参加者がこのツアーを通して感じたことをご紹介します。

ボルネオ島へのツアーの玄関口でもあり、商業都市としても発
展する人口30万人ほどの街です。社員たちのツアーもこの街
から始まります。WWFマレーシアの事務所もあります。

参加者より
初めて植林がただ単に木が少ないところに何か植えれば良いと
いうものではなく、植える木の種類やその割合、間隔などさま
ざまなことを計算し考えたうえで行うものであることを知りま
した。また、植える際も根の回りをしっかりと土で埋めない
と、そこに水が溜まって根が腐り枯れてしまうし、無事に根が
ついても引続きメンテナンスが必要だと聞き、この事業に関わ
る多くのスタッフの存在とその苦労、熱帯林再生が簡単ではな
いこともあらためて認識しました。

コタキナバル



本プロジェクトの植林地です。967 （約東京ドーム207個
分）を支援し、森の再生を目指します。2011年9月末時点で
424.19 （約44%）の植樹が完了しています。

参加者より
植林エリアまでの道中は、管理区入口まではパームオイル産業
植林エリアが延々と続いており、また植林エリアである管理区
も、原木伐採を終えたままの2次林、3次林でした。マレーシ
アに経済成長をもたらしている産業に対し森林保護を理由に、
一方的に抑圧することはできませんが、違った保護の方法も提
案できるのではと感じました。森林再生には時間がかかると思
いますが、より多くの方がこの気持ちに共感することこそ、一
番の近道です。このツアーの継続とより多くの共感者の誕生を
願います。

参加者より
「植林ってどんなふうにするんだろう？」と疑問に思っていま
した。自分で穴を掘って・・・と想像していたのだけど、実際
はWWF現地スタッフが予め穴を掘って下さっていて、私たち
は用意された苗木を植えるだけの作業でした。しかし、雨上が
りの足場の悪い斜面で、中腰で粘土質の土を隙間なく詰め込む
作業は決してラクなものではありませんでした。45分かかっ
て植えたのは8本。「大きくなってよ～、“うーたん”のご飯に
なるんだよ～」と1本1本声を掛けながら植えました。そのお
礼に出てきてくれたのかな、帰り道、野生のオランウータン親
子にも会えました。

キナバタンガン川を巡るクルーズで人気な場所で、ワニやテン
グザル等数多くの野生動物に出会えます。

参加者より
運良く野生のオランウータンの親子やボルネオピグミーエレフ
ァントの愛らしい姿に遭遇したり、ボルネオ島には日本では見
ることのできない動植物、聞いた事もない鳥の声、虫の音が溢
れ、実に生物多様性に富んだ地であることを強く感じました。
この豊かな自然を守るための活動を参加者の皆さんと共有でき
たことは貴重な思い出です。

コタキナバルに次ぐ第2の都市です。1947年にコタキナバル
へ首都が移されるまで、英国領北ボルネオの中心として貿易の
拠点として栄えました。

参加者より
水上集落などという日本ではお目にかかれない生活様式を目の
当たりにしながら、高台の寺院にまでバスで登ると綺麗な海を
見渡せて、その陸地との境には古い家々が密集している風景が
あった。遠く見渡すと、深い緑が織り成すジャングルが続く。
そこは言葉に尽くしがたい穏やかな空間がありました。

北ウルセガマ

スカウ

サンダカン



2011年12月中旬時点で432.13ヘクタール（約45%）の植樹が終了し、現在は残
り部分を作業中で、2012年末までには植林が完了する予定です。その後2014年7
月まで現場でのメンテナンス作業が継続され、それ以降は自然生長となります。

植林体験ツアー

ツアー日程 (4泊5日)

1日目 11月3日 前日羽田（深夜便）～コタキナバル（ボルネオ）（WWF事務所）～ラハダトゥ

2日目 11月4日 ラハダトゥ～ウルセガマ（植林地）～スカウ

3日目 11月5日 スカウ～サンダカン～セピロック

4日目 11月6日 セピロック（リハビリテーションセンター）

5日目 11月7日 セピロック～サンダカン～コタキナバル～羽田

2011年12月時点の植林状況

絶滅の危機に瀕したオランウータンを野生に戻すための施設
「オランウータン リハビリテーションセンター」がありま
す。

参加者より
リハビリテーション・センターの見学を通し、オランウータン
のDNAの96.4パーセントが人間と同じであることを学んだ。
人間とオランウータンはとても似通った、近縁な関係にあるこ
とを改めて実感した。しかしながら、オランウータンには森を
再生する力がない。この伊藤忠の森林再生プログラムは、その
手助けをするのにとても重要な活動であるのだ、とプログラム
の意義を改めて感じた。私たちの植えた木の上で、自然の中で
暮らすオランウータンが食べたり寝たりする日が来るのを楽し
みにしたい。

セピロック



コタキナバルに到着した後、
水上集合住宅の見学

立ち寄った野鳥保護区 野鳥の観察中

現地WWF事務所での講義 プロペラ機でラハダトゥへ

植林出発前の緊張感漂う
ミーティング

いざ植林地へ

植林レポート

1日目 （11月3日）
羽田深夜便の飛行機で早朝のコタキナバルに到着しました。近くの野鳥保護区を観察してから、朝9:00にＷＷＦマレ
ーシア事務所に向かいました。事務所ではて森林保護についての手法と重要性、現在の進捗状況、オランウータンの
調査方法等についてレクチャーを受け、活発な質疑応答がありました。その後、プロペラ機にてラハダトゥに移動し
ました。

2日目 （11月4日）
熱帯雨林気候特有のスコールが前夜に降り、足元が心配されました。当日朝には何とか雨が止んで全員緊張の面持ち
でホテルでの最後のミーティングを終え、いよいよ出発。街を抜け一面のパームヤシ農園も通過して、ついに植林現
場に到着。



植林地で
WWF現地スタッフから

説明を受ける

今回の植林現場

心を込めて植えた苗木

急な斜面での作業

大変な作業でも笑顔がこぼれます 一年前に植えた苗木の下で

サインボード前での記念撮影

植林後、幸運にも野生のオランウータンに遭遇

伊藤忠が支援する森林再生地で一昨年、昨年と伊藤忠グループ社員が植えた苗木の成長を全員の目で確認することが
できました。今回植林地では5班に別れて、班ごとに20本程度の苗木を植えました。急な斜面での活動に皆、全力で
8メーターの間隔をあけて、1本1本丁寧に土を被せて苗木を大切に植えてきました。



2010年11月に植えた木も 2011年11月には
こんなに大きくなりました

モーニングクルーズ
岸沿いで動物を探す

モーニングクルーズ
大河を往く

野生動物 トカゲ発見

ジャングルの中をクルーズ 野生動物
ピグミーエレファントに遭遇

木の上には野生のテングザル

サンダカンに到着 丘の上からのサンダカンの風景

植樹した木々の生長状況

3日目 （11月5日）
植林が無事に完了し、一行はスカウへバスで移動。キナバタンガン川沿いのロッジに宿泊。リバークルーズにて沢山
の野生動物達と遭遇。（オランウータン、テングザル、ピグミーエレファント、トカゲ達の大歓迎を受けました。）



オランウータン・リハビリテーション・センターにて オランウータンに会えました

WWFジャパン
サポーター事務室
法人・募金グループ
小坂 恵

本ツアーも第3回を迎え、ご参加者をはじめ、事務局等ご関係者のお陰で無事に終え
ることができました。ご支援にあらためて御礼申し上げます。今回のツアーに同行
し、ご参加者との交流を通して、伊藤忠グループの皆様の野生生物の保護や、地球環
境の保全に対する意識の高さに驚くとともに、活動に携わる者として大変ありがたい
気持ちでお話を伺いました。現地ＷＷＦスタッフによるプロジェクト説明の際には、
深夜の移動でお疲れにも係わらず、熱心に耳を傾けられ、終了後には多数のご質問を
いただいたことが印象に残っています。グローバルな事業展開をリードする、伊藤忠
グループの社員ならではの、能動的な姿勢に頼もしさを感じた次第です。翌日に活動
を控えた夜は激しい雷雨となり、植林の実施を心配しましたが、皆さんの熱意が天に
届いたのか、当日は天候に恵まれて予定の植林作業等をすべて終えることができまし
た。高温多湿な環境の中、数本の苗木を植えるだけでも重労働でしたが、どなたも真
剣な表情で、1本1本を丁寧に植えられているお姿は誠に感動的でした。植林現場に
オランウータンの母子が現れたという幸運は“自然からの御礼”ともいうべき、皆様が
起こした奇跡ではないでしょうか。

4日目 （11月6日）
午前中にマレーシア森林局の熱帯林施設を散策した後、セピロックにあるオランウータンリハビリセンターに訪問
し、ビデオにてセミナーを受けたのち、オランウータンの食事風景を見ることができました。

奇跡を起こした熱い思い



伊藤忠奨学金制度

伊藤忠商事のCSRへの取組について学
ぶ奨学生

公園清掃

防潮柵づくりの様子

次代を担う外国籍留学生への支援

伊藤忠商事は創業150周年という節目の年を迎えるにあたり、海外から日本の大
学へ留学する学生が、留学に関わる経済的負担を軽減されることで学業に専念
し、将来日本と出身国の発展・関係強化に貢献することへの支援を目的として、
「伊藤忠奨学金制度」を2009年に設立しました。

日本の大学で学んでいる海外からの留学生（大学3・4年生対象）20名～30名に
対し、1名あたり年間150万円（1名に対し2年間援助／計300万円）の支援を行
っています。

伊藤忠奨学金制度では、奨学生に対して経済的援助を行うのみならず、伊藤忠商
事への理解を深めていただくために、伊藤忠が行なっているボランティアを含め
たCSR活動や、伊藤忠の事業内容・海外オペレーションに関する説明会などへも
参加をしていただき、留学生との間の交流を積極的に行っています。

2011年9月10日、奨学生52名が東京本社に集合し、伊藤忠商事の環境活動を含
むCSRへの取組を学習しました。そして翌11日には、東京港野鳥公園にて社員と
ともに干潟整備のための竹の防潮柵づくりや海岸のゴミ広いなどのボランティア
活動体験をしました。暑さの厳しい中での作業になりましたが、奨学生同士の交
流も深まり、伊藤忠商事のCSR活動を知ってもらう良い機会にもなりました。

このような次代を担う留学生への支援活動を通じて、伊藤忠商事は留学生が大学
卒業後、日本と各国の発展や関係強化に貢献することをサポートするとともに、
真の「世界企業」として国際的な社会貢献を行っていきたいと考えています。



 

環境方針

伊藤忠商事では、地球温暖化等の地球環境問題を、経営方針の最重要事項のひとつとして位置付けています。
企業理念である「豊かさを担う責任」を果たすために、伊藤忠グループ「環境方針」を定めています。現世代の「豊かさ」
に寄与するのみならず、次世代に何を残すことができるかという観点から、常に地球環境問題を意識したグローバルな企業
経営・活動に取組んでいます。

伊藤忠グループ「環境方針」

［Ⅰ］基本理念
地球温暖化等の地球環境問題は、人類の生存に関わる問題である。
グローバルに事業を行う伊藤忠グループは、地球環境問題を経営方針の最重要事項のひとつとして捉え、「伊藤忠グル
ープ企業理念」である「豊かさを担う責任」を果たすべく「伊藤忠グループ企業行動基準」に示す「より良い地球環境
づくりに積極的に取組む』を推進し、持続可能な社会の実現に貢献する。

［Ⅱ］行動指針
伊藤忠グループは、上記基本理念の下、環境マネジメントシステムの継続的改善を図り、環境保全活動に関する行動指
針を以下のとおり定める。

(1) 環境汚染の未然防止 すべての事業活動の推進にあたり、自然生態系並びに生物多様性、地域環境
及び地球環境の保全に配慮し、環境汚染の未然防止に努める。

(2) 法規制等の遵守 環境保全に関する国内外の法令諸規則及びその他当社の合意した事項を遵守
する。

(3) 環境保全活動の推進 「省エネルギー・省資源」、「廃棄物の削減・リサイクル」を推進し、循環
型社会の形成に貢献するとともに、環境保全に寄与する商品及びサービス等
の開発、提供に努める。

(4) 社会との共生 良き企業市民として、次世代の繁栄と広く社会への貢献を願い、地域社会に
おける環境教育に協力し、地球環境保全に関わる研究の支援を行う。

(5) 啓発活動の推進 環境保全に関わる意識及び活動の向上を図るため、伊藤忠商事及びグループ
会社社員に対する啓発活動を推進する。

2010年5月
代表取締役社長

岡藤 正広



1.

2.

伊藤忠商事の環境に対する考え方

伊藤忠商事は、国内外においてさまざまな製品・サービスの提供や資源開発・事業投資等の活動を行っており、地球環境問
題と密接に関係しています。
持続可能な企業成長は、地球環境問題への配慮なしには達成できないと考え、当社は1990年に地球環境室を創設、1993年
4月に「環境方針」の前身にあたる「伊藤忠地球環境行動指針」を策定し、指針を明文化しました。1997年には伊藤忠商事
「環境方針」に改め、時代に即した表現とするためにその後数度の改訂を行ってきています。
2010年5月にも以下2点の改訂を行いました。

環境問題について伊藤忠商事のみならず伊藤忠グループとして取組んでいくことをより明確にするために〈伊藤忠商事
「環境方針」〉を〈伊藤忠グループ「環境方針」〉という表現に改めた。
現在の環境方針の中に示している行動指針において「自然生態系」の保全を1歩進め「自然生態系並びに生物多様性」の
保全と改め、「生物多様性」への配慮を明確にした。



環境マネジメント

伊藤忠商事は伊藤忠グループ「環境方針」を定め、事業活動が地球環境に与え得る影響を認識し環境リスクの未然防止を図
るため、取扱う商品とともに、特に新規投資について事前に影響を評価する仕組みを構築しています。
一方、総合商社としての幅広い機能、ネットワークを活用した環境保全型ビジネスにも積極的に取組むとともに、地球温暖
化等、深刻さを増す地球環境問題に対し、伊藤忠商事単体のみならずグループ全体としての取組を進めています。

環境マネジメントシステム

伊藤忠商事は1997年に商社で初めてISO14001に基づく環境マネジメントシステム（EMS）を導入し、EMSの継続的改善
に努めています。このシステムは、環境関連法規制の遵守並びに環境リスクの未然防止を目指しています。具体的には、毎
年環境リスクの未然防止に資する目標を策定し、進捗状況の評価・分析を行い、確実に目標達成していくPDCAサイクルを
回すことにより、目標を運用・管理する制度です。



伊藤忠商事環境管理体制

伊藤忠商事の環境管理体制の最上位責任者は社長です。その社長より任命されたCAO・CCOは、環境管理体制に関するすべ
ての権限を持っています。
具体的な運営については、CSR委員会を設置し、環境方針の見直しや毎年の全社活動のレビューを実施しています。広報部
CSR・地球環境室は事務局を務めます。また、環境監査対象部署ごとに環境責任者を配置し（2012年度合計59人）、その
活動を補佐するエコリーダー（2012年6月18日時点、合計260名）とともに、各部署における環境保全活動の責任者として
活動を推進しています。

社内環境監査の実施

ISO14001を基にした2011年度の社内環境監査対象部署数は64部署に及びます。約半年かけて実施する社内環境監査の結
果が、環境リスクの未然防止等につながっています。CSR・地球環境室員及び社内環境監査人の資格保持者（423名登録）
から監査チームを構成し、遵法監査に力点を置いて実施しました。監査手法として2～3部署をまとめた形式での合同監査を
導入。監査効率の向上のみならず他部署に対する相互理解につながり監査の有効性も高めました。

外部審査の結果

日本環境認証機構（株）（JACO社）に毎年、ISO14001の認証審査を受けています。2011年度は『維持』審査に該当し
（1年目、2年目続けて『維持』審査、3年目に『更新』審査を毎年繰り返し受審）結果はシステムの継続的改善状況を認可
され、総合評価『向上』にて『認証継続』となりました。



環境リスクの未然防止

※

米国「自動車部品配送セン
ター」で、規制対象物質を
含む部品の管理状態を監査
する様子

グループ会社への実態調査は、2001年にグループ数社で発生した近隣住民の環境汚染クレ
ームに端を発しています。グループ会社（2011年度末 393社）のうち、地球環境に与える
影響・負荷が相対的に高い200社程度を分析、年間約20社へ実態調査を実施しています。
2011年末までの過去11年間での調査合計数は164社（230事業所）となります。経営層と
の質疑応答から、工場や倉庫等の施設並びに河川への排水状況調査、環境法規制の遵守状況
等を評価しています。

伊藤忠商事の取扱商品における環境リスク評価のみならず、グループ全体の事業活動が地球環境に与え得る影響を認識する
ため、グループ会社も対象に環境リスクの未然防止に向けた活動に努めています。

取扱商品における環境リスク評価

伊藤忠商事は多種多様な商品を世界規模で取引しているため、各商品の地球環境との関わりを評価することが肝要と考え、
当社独自の環境影響評価を実施しています。当該商品に関わる原材料の調達から製造過程、使用並びに廃棄に至るまで、
LCA ※的分析手法を用いています。評価の結果、地球環境への影響が特定の点数以上となった場合、当該商品を管理対象と
し各種規程・手順書を策定しています。

LCA（Life Cycle Assessment）： ひとつの製品が、製造、輸送、使用、廃棄あるいは再使用されるまでのライフサイクルの全
段階において、環境への影響を評価する手法

グループ会社実態調査

新規投資案件の環境影響評価

伊藤忠商事及び国内子会社が取組む日本国内・海外のM&Aによる事業投資案件については、その案件が市場、社会、環境等
に与える影響を「投資に関わるCSR・環境チェックリスト」を使って事前に評価しています。専門的な見地を必要とする案
件については外部専門機関に事前の調査を依頼し、調査の結果、問題がないことを確認したうえで、着手することにしてい
ます。

環境関連の相談状況（2011年度）

外部からの照会案件は環境団体（3件）をはじめ産業界（10件）、官公庁（3件）、各付・評価会社（3件）、メディア（2
件）等より合計21件ありました。当社の環境問題等に関しての取組状況に関するアンケートが中心となります。当社におけ
る環境関連の事故、トラブル、訴訟案件やいわゆる苦情等はありませんでした。一方、社内及びグループ会社からの相談案
件も増加しています。さまざまな環境教育プログラムの展開により社員の環境意識が高まり、廃棄物処理法関連（144件）
や事業投資案件関連（9件）等の対応をしています。



環境教育・啓発活動の推進

三菱総合研究所理事長／東
京大学総長顧問 小宮山 宏氏

2012年1月、東京本社にて地球環境経営推進セミナーを開催。三菱総合研究所理事長／東京
大学総長顧問 小宮山 宏氏を講師としてお招きし「日本『再創造』 ～プラチナ社会の実現に
向けて～」と題しご講演頂き、伊藤忠商事及びグループ会社社員250名が参加しました。
環境問題、エネルギー・資源問題、高齢化社会、食料自給率等、現在の日本及び今後の世界
が直面する課題の解決策として、日本の強みの新しいものづくり産業や社会システムの創出
が必要であること、また総合商社に期待される役割と発揮できる機能等について、さまざま
な観点から広くお話くださいました。伊藤忠グループが環境保全型ビジネスを戦略的に推進
することをサポートするセミナーですが、参加者の半数以上から、「ビジネスチャンスに結
び付くような沢山の発想を得た」との感想が寄せられ、大変参考になる示唆に富んだ講演と
なりました。

社員が環境保全活動を行うにあたり、さまざまな教育プログラムを展開するとともに、グループ社員も対象にした環境法令
セミナー、地球環境問題の啓発セミナー等を開催し、伊藤忠グループ全体の環境意識の向上に努めています。

講習会の開催

伊藤忠グループ社員への環境関連法令の要求事項の周知徹底及びその遵守並びに環境意識啓発のため、講習会を積極的に開
催しています。

社内講習会（2011年度実績）

法令セミナー 開催数 参加者合計

廃棄物処理法講習会 13回 1,527

土壌汚染対策法講習会 2回 271

(単位：人)

地球環境経営推進セミナー



地域との共生

東京本社ビル 屋上に設置さ
れた太陽光パネル

太陽光パネル見学の様子

良き企業市民として、次世代の繁栄と広く社会への貢献を願い、地域社会における環境教育に協力し、地球環境保全に関わ
る研究の支援を行っています。

夏休み環境教室

1992年より、「次世代を担う子供達への環境教育」、「地
域との共生」を目指し、東京都港区の小学生を主な対象とし
て、毎年東京本社にて「夏休み環境教室」を開催していま
す。
2011年11月25日には東京本社で、青山小学校6年生28人
を対象に環境教室を開催しました。今回は、新たに加えた本
社ビル屋上のソーラーパネルの見学の後、ボルネオ島での植
林活動等について説明しました。参加した生徒たちは、間近
に見ることが難しい発電設備やボルネオ島の急速に進む熱帯林減少の報告に関心を示していました。12月16日にはこれらを
踏まえて環境問題発表会が開催され、社員約20人が出席し、小学生達からの提案を興味深く聞き入りました。地元小学校の
環境学習をはじめ、地域に役に立つ取組を今後も強化していきます。

東京大学気候システム研究センターへの支援

1991年より東京大学気候システム研究センター（2010年度より東京大学大気海洋研究所気候システム研究系へ組織変更）
の基礎研究を支援し、その研究成果の発表の場として「伊藤忠シンポジウム」を毎年開催しています。2011年度で第20回
目となりますが、2012年3月に大阪本社で開催し52名が参加しました。木本昌秀教授より「気候情報は使えるようになって
きたか？」と題し、講演頂きました。社員が温暖化のさまざまな要因や、その影響について考える良い契機となりました。 



環境パフォーマンスデータ

※

伊藤忠商事は、地球温暖化防止の国民運動である「チャレンジ25キャンペーン
※」に参加し、夏季、冬季の冷暖房温度の調整、不要な電気のスイッチオ

フ、長時間離席時のパソコンの省エネモードの設定等に努めています。また、オ
フィス内での廃棄物分別を励行し、リサイクルを推進する等、全社員が身の回り
のできることから環境保全活動を実施しています。

｢チーム・マイナス6％」が2010年1月より「チャレンジ25キャンペーン」に名称
変更

※1
※2

伊藤忠商事では、事業活動を行う際の環境配慮のみならず、オフィス活動においても「電気使用量の削減」、「廃棄物のリ
サイクル推進」等、全社員で身の回りのできるところから環境保全に努力しています。また、2011年度からは環境パフォー
マンスデータの収集範囲を拡大し、実態を把握するとともに、今後の環境保全活動に生かすべく取組んでいきます。

「チャレンジ25キャンペーン」への参加

環境パフォーマンス

集計範囲

電力使用量 事業用施設
起因のCO2
排出量

物流起因の
CO2排出量

廃棄物
総排出量

紙の使用量 水の使用量

東京本社 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪本社 ○ ○ ○ － － －

国内支社 ○ ○ ○ － － －

国内支店及び
その他の
事業用施設※1

○ ○ ○ － － －

国内事業会社※2 ○ ○ － ○ － ○

海外現地法人※2 ○ ○ － － － －

○：集計対象

2009年度以降集計。(2009年度18事業所、2010年度16事業所、2011年度は22事業所）
2011年度以降集計。（2011年度国内事業会社27社、海外現地法人10事業所）



・

・

・

・

電気使用量
2008年度～ 2011年度の電力使用量及び事業用施設起因のCO2排出量は、下記の通りです。空調機のインバーター設置、机
上LEDスタンドの設置等、省エネ設備の導入を実施するとともに、全社員が不要な照明、OA機器等のスイッチオフ等を行っ
ています。

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

東京本社 13,253 13,493 13,111 10,516

大阪本社 1,399 1,858 1,750 1,119

国内支社 592 4,274 4,483 3,876

支店及び
その他の事業用施設

-

国内事業会社 - - - 1,915,610

海外現地法人 - - - 983

単位：千kWh

2009年度以降は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に関わるデータ（伊藤忠商事が所有または賃借している
事業用施設のうち、居住用施設を除くもの）
2011年度は、データ収集範囲を拡大し、回答を得たISO14001認証取得或いは省エネ法での特定事業者となる国内事業会社27
社と、ISO14001認証取得の海外現地法人10事業所のデータを合算し記載しました。

事業用施設起因のCO2排出量

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

東京本社 7,540 7,642 7,211 6,286

大阪本社 497 784 647 669

国内支社 287 1,792 1,647 746

国内支店及び
その他の事業用施設

-

国内事業会社 - - - 1,376,911

海外現地法人 - - - 2,018

単位：t-CO2

2009年度以降は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に関わるデータ（伊藤忠商事が所有または賃借している
事業用施設のうち、居住用施設を除くもの）
2011年度は、データ収集範囲を拡大し、回答を得たISO14001認証取得或いは省エネ法での特定事業者となる国内事業会社27
社と、ISO14001認証取得の海外現地法人10事業所のデータを、International Energy Agency（IEA）のCO2換算係数をベー
スにして、合算しました。

物流起因のCO2排出量
2008年度～ 2011年度の物流起因のCO2排出量は下記の通りです。輸送の環境負荷削減に取組、積載効率向上、省エネ車利
用の要請、内航船の利用拡大等を推進しています。

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

物流起因 21,615 25,893 24,935 21,193

単位：t-CO2

エネルギーの使用の合理化に関する法律(省エネ法）に関わるデータ
伊藤忠商事を荷主とする国内輸送に関わるもの



※

※1

廃棄物総排出量
2008年度～2011年度の東京本社ビル及び2011年度の国内事業会社27社の廃棄物総排出量は下記の通りです。ゴミの分別
等を推進しています。

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

東京本社ビル 廃棄物総排出量
（単位：t）

1,013 1,074 1,049 706

リサイクル率
（単位：%）

90 90 89 89

国内事業会社※ 廃棄物総排出量
（単位：t）

- - - 389,578

リサイクル率
（単位：%）

- - - 91

2011年度は、データ収集範囲を拡大し、回答を得たISO14001認証取得或いは省エネ法での特定事業者となる国内事業会社27
社のデータを合算し記載しました。

紙の使用量
2008年度～2011年度の東京本社ビルの紙の使用量は下記の通りです。ペーパレス化や無駄な紙の使用を押さえることによ
り、紙の使用量の削減を推進しています。

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

コピー用紙使用量 41,389 38,175 36,558 37,472

単位：千枚（A4換算）

水の使用量

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

東京本社水道水使用量 52,567 46,532 41,860 64,666

東京本社中水製造量 37,330 33,553 31,577 37,000

国内事業会社水道水使
用量※1

- - - 6,280,685

国内事業会社中水製造
量※1

- - - 464,670

単位：㎥

2011年度以降集計。（2011年度国内事業会社27社を対象）

東京本社ビルの環境保全について

太陽光発電
伊藤忠商事は「東京本社ビル」の屋上及び東京本社ビルに隣接する「CIプラザ」の屋根に太陽光発電パネルを設置し、2010
年3月より発電を開始しています。設置された太陽光パネルの発電容量は合計100kWであり、これは一般的な戸建約30軒分
（1軒あたり約3.0kWと算出）に相当します。発電されたクリーンエネルギーはすべてこの東京本社ビル内で使用してお
り、東京本社ビル3.5フロア分の照明に使用する電力量（瞬間最大発電時）が見込まれています。



※

水資源の有効利用
東京本社ビルでは、水資源を有効利用するために1980年の竣工時より厨房排水、雨水、湧水、及び洗面並びに給湯室等から
の雑排水を原水とする中水製造設備を設置し、トイレの洗浄水に利用しています。
雨量によって中水の確保量に毎年変化が生じるため、雨量が少ない場合には水道水の使用量は増える傾向になります。この
ため、トイレ内の洗面台手洗い水シャワー節水器や、トイレ洗浄水の自動節水器を新たに設置して水道水の節約に努めてい
ます。

東京都「地球温暖化対策計画書制度」への取組
伊藤忠商事は、東京都環境確保条例に基づき、東京本社ビルのCO2排出量を2010年度～2014年度の5年間に基準値（2002
年度～2004年度の平均値）より6％削減する計画書を東京都に提出しています。2010年度の排出量は6,971t-CO2であり基
準値と比較して18%減となっています。なお、これまでに東京都に提出している書類は以下の通りです。（2011年度デー
タは集計後、2012年11月、東京都に報告予定。）

なお、これまでに東京都に提出している書類は以下の通りです。

2005～2009年度対象 「地球温暖化対策計画書」（2005年12月提出）
2005年度対象 「温室効果ガス排出状況報告書 (1)」（2006年6月提出）
2005～2009年度対象 「中間報告書」（2007年6月提出）
2007年度対象 「温室効果ガス排出状況報告書 (2)」（2008年6月提出）
2008年度対象 「温室効果ガス排出状況報告書 (3)」（2009年6月提出
2005～2009年度対象 「地球温暖化対策結果報告書」（2010年6月提出）
2010～2014年度対象 「地球温暖化対策計画書」（2011年11月提出）

東京都に提出した「地球温暖化対策計画書」の対象は、東京本社ビルのみならず、隣接する商業施設「シーアイプラザ」も含み
ます。
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会社概要

財務情報

※ 連結従業員数は、就業人員数（臨時従業員数を含まない）です

* 伊藤忠商事の連結財務諸表は、米国会計基準に基づいて作成しています。
* 連結売上高は日本の会計慣行に従い表示しており、当社及び当社の連結子会社が契約当事者として行った取引額
及び代理人として関与した取引額の合計です。

* 2012年3月期に実施した一部の関係会社における決算期変更に伴う影響額を2010年3月期及び2011年3月期
の一部項目に係る数値に反映しております。

* 収益構成比（連結）地域別は収益の発生源となる資産の所在地に基づき分類しています。
* 億円未満四捨五入。

比成構上売別ーニパンカ益利純期当高上売 （連結）

地域別収益構成比（連結）
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日本 70.3%米国  
11.2%

オーストラリア 
5.2%

その他 13.2%

収益
42,711
億円

（2012年3月期）

生活資材・化学品  
19.2%

その他 0.9%

機械 12.1%

繊維 5.0%

金属・
エネルギー  
34.3%

食料  
27.3%

金融・不動産・
保険・物流  
1.2%

（2012年3月期）

売上高
119,783
億円

社名 伊藤忠商事株式会社

創業 1858年
設立 1949年12月1日
本店所在地 東京本社　〒107-8077 東京都港区北青山2丁目5番1号

大阪本社　〒530-8448 大阪市北区梅田3丁目1番3号
代表取締役社長 岡藤 正広
資本金 2,022億円
営業所数 国内　9店

海外　115店 
北米 9店  中南米 10店　欧州 17店 アフリカ 5店  中近東 16店  
大洋州 5店  アセアン・南西アジア 21店　東アジア 24店  CIS 8店

従業員数※ 連結  70,639人　単体  4,255人

（2012年3 月31 日現在）

東京本社 大阪本社
（ノースゲートビルディング）
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$

,$4$$$

-$4$$$

5$4$$$

%#$4$$$

%3$4$$$
（億円）

%%�4#5% %#$4-3%
%%,45,-

634$,,

%%54�+,

#$$+ #$$5 #$%$ #$%% #$%#
（年3月期）

%$,4$+-

3-4$$�
3$4#�$

,+46#�
6,4%$6




